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開会の日時

年月日 令和２年12月16日 水曜日

開 会 午前10時９分

散 会 午後４時０分

場 所

第４委員会室

議 題

１ 諮問第１号 軌道敷設に関する線路及び工事方法書に記載した事項の変更

認可申請に伴う意見について

２ 陳情第54号の５、第113号、第152号、第153号の２、第184号、第188号の

５、第190号及び第205号

３ 県経済の振興発展及び鉄軌道を含む公共交通ネットワークの整備拡充並び

にこれらに関連する諸問題の調査及び対策の樹立（新たな沖縄振興のための

制度提言（中間報告）について）

４ 閉会中継続審査・調査について

出 席 委 員

委 員 長 中 川 京 貴 君

副 委 員 長 大 浜 一 郎 君

委 員 下 地 康 教 君

委 員 座 波 一 君

委 員 呉 屋 宏 君

委 員 仲 村 未 央 さん
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委 員 比 嘉 京 子 さん

委 員 島 袋 恵 祐 君

委 員 渡久地 修 君

委 員 翁 長 雄 治 君

委 員 國 仲 昌 二 君

委 員 上 原 章 君

委 員 大 城 憲 幸 君

委員外議員 なし

説明のため出席した者の職・氏名

知 事 公 室 基 地 対 策 課 副 参 事 城 間 敦 君

企 画 部 長 宮 城 力 君

企 画 調 整 統 括 監 金 城 敦 君

企 画 調 整 課 長 喜舎場 健 太 君

企 画 調 整 課 副 参 事 武 村 幹 夫 君

企 画 調 整 課 副 参 事 宮 城 直 人 君

交 通 政 策 課 長 金 城 康 司 君

交 通 政 策 課 副 参 事 大 嶺 寛 君

交 通 政 策 課 公 共 交 通 推 進 室 長 寺 本 美 幸 さん

商工労働部ものづくり振興課長 古波蔵 寿 勝 君

文化観光スポーツ部観光振興課長 雉 鼻 章 郎 君

土 木 建 築 部 建 築 都 市 統 括 監 島 袋 登仁雄 君

土 木 建 築 部 道 路 街 路 課 長 前 川 智 宏 君

土 木 建 築 部 道 路 管 理 課 長 上 原 智 泰 君

土木建築部都市計画・モノレール課

都 市 モ ノ レ ー ル 室 長
奥 間 正 博 君

○中川京貴委員長 ただいまから、新沖縄振興・公共交通ネットワーク特別委

員会を開会いたします。

諮問第１号軌道敷設に関する線路及び工事方法書に記載した事項の変更認可



- 3 -
R2.12.16

新沖縄振興・公共交通ネットワーク特別委員会記録

申請に伴う意見について、陳情第54号の５外７件、本委員会付議事件県経済の

振興発展及び鉄軌道を含む公共交通ネットワークの整備拡充並びにこれらに関

連する諸問題の調査及び対策の樹立に係る新たな沖縄振興のための制度提言

（中間報告）について及び閉会中継続審査・調査についてを一括して議題とい

たします。

本日の説明員として、知事公室長、企画部長、商工労働部長、文化観光スポ

ーツ部長及び土木建築部長の出席を求めております。

初めに、諮問第１号軌道敷設に関する線路及び工事方法書に記載した事項の

変更認可申請に伴う意見についての審査を行います。

ただいまの諮問について、土木建築部建築都市統括監の説明を求めます。

島袋登仁雄土木建築部建築都市統括監。

○島袋登仁雄建築都市統括監 本日は、サイドブックスに掲載されております

資料１議案説明資料（新沖縄振興・公共交通ネットワーク特別委員会）及び資

料２－１により、御説明いたします。

ただいま通知しました資料１議案説明資料（新沖縄振興・公共交通ネットワ

ーク特別委員会）をタップし、資料を御覧ください。

それでは、説明資料の１ページを御覧ください。

諮問第１号軌道敷設に関する線路及び工事方法書に記載した事項の変更認可

申請に伴う意見について御説明いたします。

本諮問は、沖縄都市モノレール輸送力増強事業に係るもので、軌道法施行令

第６条第３項において準用する同令第２条第２項の規定により、県道那覇空港

線に関して議会の意見を求めるものであります。

詳細につきましては、担当課長から説明させていただきます。

○上原智泰道路管理課長 諮問第１号軌道敷設に関する線路及び工事方法書に

記載した事項の変更認可申請に伴う意見についての概要を御説明いたします。

資料の２－１の１ページを御覧ください。

これは、沖縄都市モノレール株式会社から沖縄県知事経由で提出する国土交

通大臣への軌道敷設に関する線路及び工事方法書に記載した事項の変更認可の

申請に当たり、軌道法施行令第６条第３項において準用する同令第２条第１項

の規定により、沖縄県知事から県道の道路管理者である知事へ意見照会があり、

道路管理者である知事は、同条第２項の規定により議会の意見を徴するもので

あります。

県道上で軌道敷設に関する工事を施行することについて、道路管理上支障は
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ないかについて問うものであります。

説明資料の２ページを御覧ください。

上段の平面図に、県道那覇空港線に新設される新車両基地への引込線等を赤

塗りで示しており、本諮問の対象区間となります。下段の車両基地のイメージ

図に当該対象施設を赤塗りで示しております。

３ページを御覧ください。

軌道法に基づく線路及び工事方法書に記載した事項の変更認可申請に係る手

続フローでございます。

本議会から意見を聴取した道路管理者である知事は、申請を受理した知事へ

回答することになります。

回答を受けた知事は、その意見を添えて国土交通大臣に送付し、申請内容が

適当であると認められた場合には、国土交通大臣が認可することとなります。

以上、諮問第１号の説明を終わります。

○中川京貴委員長 土木建築部建築都市統括監の説明は終わりました。

これより、諮問第１号に対する質疑を行います。

なお、質疑・答弁に当たっては、挙手により委員長の許可を得てから行い、

重複することがないよう簡潔にお願いいたします。

また、この際、執行部の皆様に申し上げます。

答弁に際しては、要点をまとめ、要領よく行い、円滑な委員会運営が図られ

るよう御協力をお願いいたします。

質疑はありませんか。

大城憲幸委員。

○大城憲幸委員 お疲れさまです。国道の上に車両基地が来るということで、

この写真でイメージは分かるんですけれども、スケジュール感としてはどうな

っていますか。この車両基地を造る事業の部分と国道の整備の部分というのを、

ちょっと概略を説明してもらえますか。

○奥間正博都市計画・モノレール課室長 よろしくお願いいたします。この事

業は今年度より事業化を進めまして、令和７年度には３両化、車両基地も含め

て完成させる予定で進めております。令和７年度ですね。

○大城憲幸委員 国道のスケジュールと併せてちょっと説明してもらえます

か。
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○前川智宏道路街路課長 国道の事業といたしまして、国におきまして小禄道

路の事業が進められておりますが、この事業につきましては、完了時期につい

て国からは明確に提示がないところでございます。

○大城憲幸委員 国道の整備は明確には今答弁できないけれども、７年には完

了予定ということですから、この事業と国道とでずれるということはないよと

いう理解はしますけれども、関連して、３両化に伴う今回変更ですけれども、

全体の事業費が300億円近くかかるというふうに聞いていますけれども、その

うちのこの車両基地の部分というのはどれぐらいかかるのかというのは、今答

弁できますか。

○奥間正博都市計画・モノレール課室長 現在、実施設計を進めておりまして、

車両基地でどれぐらいの費用かというのは今現在でまだ精査が終わっていない

状況です。

○大城憲幸委員 スケジュール、順番的には、車両基地を整備してから３両化

を進めるのか、並行して進めていくのか、その辺の説明はできますか。

○奥間正博都市計画・モノレール課室長 現在、並行しまして３両化の車両の

ほうはモノレール株式会社のほうで日立との契約は終えております。令和５年

度中に２編成を完成させ、次年度に残り２編成ですね、完成させるスケジュー

ルまでは契約は終えております。すみません。令和４年度中に２編成ですね。

翌年度の５年度に残り２編成を導入するという、完成させるというスケジュー

ルまでは、一応モノ株社と協議は終えております。

○大城憲幸委員 最後にしますけれども、少し関連になると思うんですけれど

も、これに直接関係ないかもしれませんけれども、やっぱりこの３両化の必要

性は私はそのとおりだと思うし、それに伴うこの同諮問も必要なことだという

のは間違いありません。ただやっぱり気になるのは、少し事業費が280億とか、

それぐらいの額を聞いたんですけれども、やっぱり非常に大きいなという印象

なんですよ。これまでもやっぱりこのモノレールという車両自体特質性もある

んでしょうけれども、なかなか競争できる世界じゃないものだから、ちょっと

言い値になっていないかとかって、そういう関係で事業費が膨らんでいないか

というような意見は少し耳にしたことはあるんですけれども、その辺やっぱり
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事業費を何とか抑える、メーカーさんの言い値にならないような努力というの

はやってきたのか。そして、その辺に関してどういう考えを持っているのか、

最後にお願いします。

○奥間正博都市計画・モノレール課室長 都市モノレール株式会社において

は、既に２両の車両を購入しておりますので、これまでの契約の内容とか、今

回出てきました契約の内容を精査した上で、日立製作所さんにどのような内容

なのかというのは聞き取りをしながら、製造費の妥当性は確認しているという

ことです。

○大城憲幸委員 今後もそれは努力するぐらいは言わないと。

○奥間正博都市計画・モノレール課室長 もちろんコスト縮減に関しては、公

費を使わせていただいているので、我々のほうもコスト縮減に努めるようには

日頃から指導しているところです。

○中川京貴委員長 ほかに質疑はありませんか。

大浜一郎委員。

○大浜一郎委員 今、大城委員からもございましたように、事業費については

もう少し精査してもいいのかなというふうには思ったりもします。それとです

ね、既存の道路整備に関して、整備が遅れているというようなところも多々あ

ると思うんですね。結局モノレールの延伸、いろんなものに優先的に予算配分

がされたおかげで、既存の道路の整備が随分遅れているようなところもあるか

ら、その辺との兼ね合いはどうなのかなと。それが気になっているんですよね。

その辺のところはどうなんですか。

○前川智宏道路街路課長 モノレール事業の影響もございますが、道路事業と

いたしましても必要額を確保するよう、要請しているところでございます。

以上でございます。

○大浜一郎委員 意味が分からないよ。こんな答弁で意味分からないですよ。

遅れているのは現実なんだから、もう少ししっかりした答弁をいただけますか。

○島袋登仁雄建築都市統括監 確かにこの３両化事業というのは経費が大きく
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かかる事業でございまして、期間も短期間ということもあるんですけれども、

延長事業のときのピーク時に比べればまだ少し、経費も少しは小さいんですが、

それでもハード交付金が年々減少しているという中で、そういう県と市町村が

執行状況にも配慮してですね、連携しながら、ヒアリング等も通じて、市町村

の意向も確認しながら所要額の確保に向けて取り組んでいく所存でございま

す。

○大浜一郎委員 もろもろの事情でこういうことになってきている。また来年

からどういうふうな状況になってくるかというのも分からない。再来年になっ

てみればもっと分からない。そういう中で、事業としてはいろいろ進めていか

なきゃいけないというのもいっぱいある。いまだ完成していないのもある。そ

ういった中で、しっかりと要請すべきは要請し、そして予算をしっかりと確保

する。本当の大事な努力をやっぱりしていかなければいけないと思うし、事業

費においてももっともっと精査すべきは精査して、しっかりとしたものを造っ

てもらいたいと思います。答弁下さい。

○島袋登仁雄建築都市統括監 これまでも年々減少する予算の中で選択と集中

による配分を行いまして、効率的、効果的な執行に極力努めてきたところでは

ございますが、このモノレールもあまり突出しないように、事業費の縮減がも

っと可能かどうかというのはモノレール株式会社さんとも、それから受託業者

さんとも連携をしながら、今後も縮減すべきところは縮減していくということ

で、必要な予算の所要額というものの確保に向けて頑張ってまいりたいと思い

ます。

○大浜一郎委員 ありがとうございました。

○中川京貴委員長 ほかに質疑はありませんか。

渡久地修委員。

○渡久地修委員 ちょっと確認ですけど、このもらった表で図があるよね。こ

の図のことをちょっと聞きたいんだけど、三角がずっと並んでいるのは、これ

は軌道という意味ですか。

○奥間正博都市計画・モノレール課室長 図面のほうをちょっと簡単に説明し

ますと、下のほうに赤く線が延ばされて、下に串のように下りている絵がござ
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いますが、そちらが本線から車両基地に入っていくというか、向かう路線にな

っております。その上、安次嶺方面というところに横に１本線がございますが、

これは両車両基地が道路に分断されていますので、その間を職員等が行き来す

るための通路となっております。さらに、その上に横に赤い線が斜めに入って

おりますが、そこは新車両基地と現在の車両基地の間をモノレールが行き来す

るための路線となっております。

○渡久地修委員 今、上の図面で説明しているの。要するに、空港から小禄方

面に向かう左側の最初の赤いのが引込線、そしてもう一つ、黄色から右側に入

るのも引込線。

○奥間正博都市計画・モノレール課室長 ちょっと説明が下手で申し訳ござい

ません。上の図面でいきますと、細く上に入っている赤い線がレールになりま

す。桁ですね。モノレールが走る線となっております。上にございます黄色い

部分は、こちらが新車両基地ということで、小禄トンネルの上にできる車両基

地になります。途中に真横に道路を横断する形で短い線がありますが、そちら

は職員等、歩行者ですね。その横断のための歩道橋ということになっています。

さらにその上に道路に対して斜めに入っている赤い線がございますが、こちら

はモノレールが両方の車両基地を行き来するための路線となっております。

○渡久地修委員 今、諮問されているものは、我々がここで諮問されて判断す

るのは、この赤いものに関してであるわけね。黄色は我々ではないわけね。ど

うですか。

○奥間正博都市計画・モノレール課室長 委員おっしゃるとおりで、赤に関し

てが今回県道部分に係りますので、諮問の対象となっております。黄色に関し

ましては、国道の管理者、南部国道事務所のほうを経由して国のほうに意見を

聞いているところです。

○渡久地修委員 分かりました。

あと、下の写真だけど、国道がトンネルみたいになっているように見えるん

だけど、これはこういう国道も大幅な改良工事、トンネルを造るという、今ト

ンネルはたしかないと思うんだけどね。トンネルにするという意味ですか。

○前川智宏道路街路課長 お答えいたします。
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この図面にあるトンネルが、先ほど答弁の中で申し上げました国が整備して

おります小禄道路の一部でございます。

以上でございます。

○渡久地修委員 だから、トンネルを造るの。

○前川智宏道路街路課長 この計画図のとおり、トンネルを国において建設す

るということになっております。

○渡久地修委員 分かりました。じゃ相当これは大がかりな工事だね。これは

３両化に伴って、それとももともとあったのかな。

○前川智宏道路街路課長 この小禄道路につきましては、渋滞対策等といたし

まして、はしご道路の一環として国において以前から整備をしているものでご

ざいます。

○渡久地修委員 分かりました。

あと、この３両化に伴うものだけど、今後、この後陳情とかもいろいろある

んだけど、３両化が令和４年度だったかな、３両化のスタートが。今回、それ

に伴う新車両基地とかを造るんだけど、その後、さらに伸ばしてほしいとかと

いう話があるよね。さらには空港も国際線まで伸ばすべきだというのが振興計

画の中で議論されたりとかあったり、あるいはモノレールの駅舎も観光客対応

のためにいろんな大きなキャリーバッグとかを持って十分使えるように、エレ

ベーターとか、いろんなエスカレーターも替えないといけないよというのは僕

も提案して、そういった議論も出ているんだけど、今後、今回の３両化のほか

に皆さんが計画しているものがあったら教えてください。なかったら今のとこ

ろないでいいです。

○奥間正博都市計画・モノレール課室長 既存というか、今営業している区間

において、混雑対策として３両化を現在進めているところです。現時点でその

先の計画というのは、今時点ではまだ持ち合わせておりません。

○渡久地修委員 じゃ、現時点であるのは３両化。それ以降は、まだ皆さんの

計画上には乗っていないということでいいですか。
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○奥間正博都市計画・モノレール課室長 現在営業している区間においては、

３両化までが計画の中ということになっております。

○中川京貴委員長 ほかに質疑はありませんか。

下地康教委員。

○下地康教委員 まず、この平面図ですけれども、既存の車両基地は表記され

ていますか。

○奥間正博都市計画・モノレール課室長 申し訳ございません。こちらには現

在の車両基地はちょっと表示はされておりません。

○下地康教委員 これ、ちゃんと施設の整備計画を説明する場合は、この図面

に既存の施設を表記して、計画場所をちゃんと表記すると。そういうやり方を

しないと、全然理解できないんですよね。そのあたりはしっかりと説明資料を

作成するようにしてください。お願いします。

それと、既存の車両基地があるんですけれども、なぜ新設する車両基地が既

存の車両基地と同じ敷地内にできなかったのか。その理由を説明してください。

○奥間正博都市計画・モノレール課室長 モノレールの混雑対策が喫緊の課題

でございましたので、まず用地取得がやはり事業に非常に大きな影響を与えた

ということで、現在国道のトンネルのほうで用地の取得が既に終わっておりま

したので、こちらのほうから占用許可できませんかということで調整をした結

果、使用してもいいということで、用地取得の期間が大分短くなりますので、

こちらのほうに選定したということです。

○下地康教委員 基本的な考え方としては、既存の車両基地に新たな基地を整

備するというのが効率的であるし、経済的だと思うんですね。それをあえて、

あえてですよ、離して今の計画地に計画をしたというのは、経済的、それと機

能的、これは有利だったという話になるわけですよね、基本的には。それをち

ょっと説明してください。

○奥間正博都市計画・モノレール課室長 現在、既に道路用地として国道のほ

うで敷地を確保していましたので、事業としては用地費がかからないというこ

とで、それも含めて経済的という判断をしてこの場所に選定しております。
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○下地康教委員 じゃ、まず国道の用地があったと。国道がトンネル方式にな

った、そういう構造になっていたと。そこで上の敷地が空いているので、そこ

に新しいモノレールの基地を造ったという考え方でよろしいですか。

○奥間正博都市計画・モノレール課室長 委員おっしゃるとおりです。

○下地康教委員 国道がなぜそこにトンネルを造るのかということを、一応説

明をしていただきたい。この工事は国道の工事でありますけれども、なぜそこ

をトンネル化したのか。トンネル化することによって副次的に上の土地を利用

することができると、可能であるというふうになったわけですよね。なので、

なぜそこに国道がトンネルを敷設しなければならなかったのかという理由を教

えてください。

○前川智宏道路街路課長 お答えをいたします。

このトンネルの区間につきましては、那覇空港自動車道の小禄道路の一環と

して整備をするものでございまして、地形上、トンネルのほうが有利であると

いうことと、今ありますモノレールの車両基地等の立地も考慮してトンネルに

なったというふうに聞いております。

○下地康教委員 ちょっと心配なのは、国の工事と皆様が行う新設の車両基地

の工事が非常に隣接しているというか、複合しているわけですよね。かなり関

連性がある状況になっていますので、そのトンネルの構造、それと皆さんの車

両基地が乗るその断面図ですね、複合断面図をぜひ提示していただきたい。要

するに、構造上安全かどうかですね。それと、使った場合の支障がないのかど

うか、供用した場合ですね。それをやはり確認する必要があるというふうに思

っておりますので、それをできるかどうかお答えください。

○中川京貴委員長 休憩いたします。

（休憩中に、下地委員が都市計画・モノレール課室長に対し要求資料の

確認を行った）

○中川京貴委員長 再開いたします。

奥間正博都市計画・モノレール課室長。
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○奥間正博都市計画・モノレール課室長 後ほど、資料を提供させていただき

ます。

○下地康教委員 最後にですね、国道の計画はかなり前からあったと思うんで

すね。その国道の計画がかなり前からあったということと、それでこのトンネ

ル方式になるということも分かっていたと思います。そうすると、上のほうに

利用できる敷地が発生するということも分かっていたと思うんですけれども、

なぜそれが今なのか、今皆さん方がその敷地を利用してこの計画を提案してき

ているのか、それをお答えください。

○奥間正博都市計画・モノレール課室長 ３両化事業の以前は、当初こちらは

陸上自衛隊のほうで利用されるというお話がありました。３両化事業はやっぱ

り喫緊の課題ということで調整をさせていただいて、モノレール事業のほうで

利用してもいいという同意を得まして、こちらに車両基地が来たということに

なっております。

○下地康教委員 もっと分かりやすい答弁が欲しいんですけれども、要は国の

計画というのは大分以前からあったはずなんですね。利用できる用地が発生す

るというのが分かっているはずですけれども、それを今なぜ利用しようとして

いるのか。そのタイミングを私は聞きたいんです。皆様方のタイミングをです

よ。

○島袋登仁雄建築都市統括監 当初は現基地の拡張案と西原新基地建設案とで

検討を行っておりました。２ヘクタールもの土地を確保する必要があることか

ら、現時点で開発がなされていない箇所ということで選定をしておりました。

その中で、モノレール３両化の加速化事業ということで、その補助率も少しか

さ上げしていただけるということもありまして、早くやるためにはこれから用

地買収に当たったりしていると経費もかかるし、時間もかかるので、国道のト

ンネルの上部はどうかということで、ここで選定をしたところでございます。

経緯としてはそういうところでございます。

○下地康教委員 分かりました。要するに事業の早期発現という目的で、今の

敷地に至ったということですね。了解です。

以上です。
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○中川京貴委員長 ほかに質疑はありませんか。

（「質疑なし」と呼ぶ者あり）

○中川京貴委員長 質疑なしと認めます。

よって、諮問第１号に対する質疑を終結いたします。

休憩いたします。

（休憩中に説明員等の入替え）

○中川京貴委員長 再開いたします。

次に、陳情第54号の５外７件の審査を行います。

ただいまの陳情について、知事公室基地対策課副参事、企画部長、商工労働

部ものづくり振興課長、文化観光スポーツ部観光振興課長及び土木建築部建築

都市統括監の説明を求めます。

なお、継続の陳情については、定例会以降の新しい事実についてのみ説明を

お願いいたします。

まず初めに、陳情第54号の５外６件について、企画部長の説明を求めます。

宮城力企画部長。

○宮城力企画部長 それでは、企画部に関する陳情案件につきまして、御説明

いたします。

陳情に対する説明資料（処理方針）の目次をタップし、２ページを御覧くだ

さい。

企画部関係の陳情は、継続が３件、新規が４件となっております。

前回の処理方針に変更のない陳情につきましては説明を省略し、変更のある

陳情及び新規の陳情について御説明いたします。

ただいま通知しました説明資料の２ページをタップして御覧ください。

陳情第54号の５令和２年度「離島・過疎地域振興に関する要望事項」に関す

る陳情につきまして、変更した箇所を下線で示しておりますので、読み上げて

御説明いたします。

次のページをお開きください。

表の右側、経過・処理方針等欄の項目２の２段落目を御覧ください。

県としては、当該制度の活用促進に取り組むとともに、特例措置の延長等（令
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和４年３月31日まで）について、国に要望していたところ、令和２年12月10日

に決定された令和３年度与党税制改正大綱の中で、当該特例措置の適用期限を

１年間延長することが示されたところであります。

次のページをお開きください。

ここで、大変恐縮ですが、２か所、資料の訂正をさせてくださるようお願い

いたします。

項目５の３行目、これまでの「10航路11隻」を「11航路12隻」に、３段落目

の２行目、今後更新予定の「４航路」を「３航路」に訂正させていただきます。

この訂正を踏まえまして、項目５について、御説明いたします。

離島航路運航安定化支援事業では、原則フェリーを対象として、平成24年度

から令和３年度まで14航路15隻の船舶更新支援計画を策定し、これまでに11航

路12隻の船舶更新が完了しております。

渡嘉敷村及び座間味村においては、航路が唯一の移動手段であるため、高速

船についても移動手段として重要なものと認識しております。

県としては、高速船の安定運航は重要であると考えていることから、今後更

新予定の３航路の船舶更新を着実に実施しつつ、渡嘉敷村及び座間味村で就航

している高速船への支援について引き続き検討していきたいと考えておりま

す。

次に、同ページの項目７を御覧ください。

那覇・粟国路線の運航再開に向けては、国と連携して、就航意向を示してい

る第一航空株式会社の事業計画等の確認を行っているところであります。

県としては、運航の安全性確保や地元の理解を得ることが重要であると考え

ており、引き続き国、粟国村、第一航空株式会社と連携して取組を進めてまい

ります。

次のページをお開きください。

表の右側、項目９を御覧ください。

石垣・波照間路線については、第一航空株式会社が那覇・粟国路線に加え、

就航の意向を示しているところであります。

このため、県では、当該路線について国と連携して、まずは同社と就航に向

けた課題の整理を行っているところであります。

県としては、できるだけ早期の就航に向けて、運航の安全性を確保しつつ、

地元の理解を得ながら、引き続き国、竹富町、第一航空株式会社と連携して取

組を進めてまいります。

次のページをお開きください。

陳情第113号公共交通機関におけるコロナウイルス感染症対策に関する陳情
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につきまして、変更した箇所を御説明いたします。

表の右側、項目１の２段落目を御覧ください。

ここで下線部のところ、「今般、東京都」とありますが、昨日、宮古島市内

のタクシー事業者の国への申請が認可されております。ここで処理方針の「東

京都」を「宮古島市」と訂正させていただきます。

今般、宮古島市内のタクシー事業者において、乗客がやむを得ない理由がな

いにも関わらずマスク着用を拒む場合に乗車を断ることができると定めた運送

約款が申請され、国土交通省により認可された事例があることから、県として

は今後の県内事業者の動向を注視してまいります。

次のページをお開きください。

陳情第153号の２令和３年度沖縄振興予算の拡大確保並びに沖縄鉄軌道の早

期実現を求める陳情につきまして、変更した箇所を御説明いたします。

表の右側、一番下の段落を御覧ください。

県においては、令和２年11月に新たな沖縄振興のための制度提言（中間報告）

を取りまとめ、鉄軌道の整備についても盛り込んだところであり、今後、国と

の議論を加速させ、その実現に向け取り組んでまいります。

次に、新規の陳情について御説明いたします。

次のページをお開きください。

陳情第184号離島路線バスへの非接触型交通系ＩＣカード等の導入に関する

陳情について、処理方針を御説明いたします。

初めに、項目１について御説明いたします。

ＯＫＩＣＡ等のＩＣ乗車券システムは、バスの運賃に応じて決済額を変動で

きるような高機能なシステムが必要となり、初期費用のみならず、毎年度のラ

ンニングコスト負担もあることから、現時点では、離島等の小規模事業者から

の導入要望はありません。

電子決済手段の分野においては、今後、小規模事業者においても導入可能な

簡易的な決済手段の技術開発や普及も期待されることから、事業者の負担が少

なく効果が得られるような方策についてバス事業者等と意見交換を行ってまい

ります。

次のページをお開きください。

項目２について御説明いたします。

現在、沖縄ＩＣカード株式会社において、バス停付近の店舗など、車外にお

けるチャージ機器の設置環境を整える取組を行っていると伺っております。こ

れにより、乗車前のチャージが可能となり、利用者の利便性の向上や停車時間

の短縮にもつながるものと期待しております。
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県としては、引き続き同社の取組状況について情報収集を行うとともに、わ

った～バス党を活用した周知広報等を通じてＯＫＩＣＡの利用促進に取り組ん

でまいります。

次のページをお開きください。

陳情第188号の５美ぎ島美しゃ（宮古・八重山）圏域の振興発展に関する陳

情について、処理方針を御説明いたします。

初めに、項目１について御説明いたします。

県では、公共交通機関の持続的な感染症防止対策を支援するため、令和２年

６月補正予算において奨励金を計上し、離島航路事業者17社に対して、所有船

舶の旅客定員に応じて10万円から160万円を支給したところであります。

また、離島住民のライフラインである離島航路を確保・維持するため、航路

事業により生じた欠損に対し、国と協調して離島航路運営費補助金を交付して

いるところであり、感染症対策に係る客席間の仕切り設置等の費用については、

同補助金の対象経費として計上可能となっております。

次に、項目２について御説明いたします。

処理方針は陳情令和２年第54号の５の９と同じでございます。

次のページをお開きください。

項目３について御説明いたします。

多良間・石垣間の航空路線については、第一航空株式会社が那覇・粟国路線

に加え、就航の意向を示しているところであります。

このため、県では、当該路線について、国と連携して、まずは、同社と就航

に向けた課題の整理を行っているところであります。

県としては、できるだけ早期の就航に向けて、運航の安全性を確保しつつ、

地元の理解を得ながら、引き続き国、多良間村、第一航空株式会社と連携して

取組を進めてまいります。

次のページをお開きください。

陳情第190号旅客船に係る軽油引取税特例措置の延長・恒久化に関する陳情

について、処理方針を御説明いたします。

軽油引取税は、昭和31年に地方税の道路目的税として創設され、道路使用に

直接関係しない船舶等については、地方税法の規定に基づく知事の承認により

課税の免除ができることとされております。

平成21年度の税制改正において、道路目的税から普通税に変更されたことに

伴い、知事の承認による課税免除措置は３年間の期限付特例措置となり、これ

まで３回の延長を経て、現在の特例措置は令和３年３月31日までの期限となっ

ております。
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軽油引取税の課税免除措置の廃止は、燃料費の上昇を招き、航路事業者の経

営に直接的かつ多大な影響を与え、地域交通網の維持、ひいては地域経済に影

響を及ぼすことが懸念されます。

このため、国土交通省においては、総務省に対し、令和３年度税制改正要望

事項として、軽油引取税の課税免除措置の延長等を提出していたところ、令和

２年12月10日に決定された令和３年度与党税制改正大綱の中で、船舶の動力源

に供する軽油の引取りに係る軽油引取税の課税免除の特例措置の適用期限を

３年間延長することが示されたところであります。

次のページをお開きください。

陳情第205号都市モノレール網の拡充整備に関する陳情について、処理方針

を御説明いたします。

県では、鉄軌道とフィーダー交通が連携する利便性の高い公共交通ネットワ

ークの構築に向けて、様々な観点から検討を行っていくこととしております。

当該検討に資する観点から、平成30年度において、沖縄都市モノレールの延

伸や一部環状化した場合における効果や課題等について、検討を行ったところ

であります。

この結果、延伸等により移動時間が短縮され、公共交通全体の利用者数は増

加するものの、採算性等に課題があることが確認されたところです。

今後は、沖縄本島の圏域ごとにおける公共交通の充実に向けた取組の中で、

市町村と協働で、まちづくり計画等も踏まえながら、最適な地域公共交通ネッ

トワークの在り方について、モノレール等様々なシステムを含めて幅広く検討

を行っていくこととしております。

以上で、企画部に関する陳情案件の処理方針等の説明を終わります。

御審査のほど、よろしくお願いいたします。

○中川京貴委員長 企画部長の説明は終わりました。

次に、陳情第54号の５外１件について、土木建築部建築都市統括監の説明を

求めます。

島袋登仁雄土木建築部建築都市統括監。

○島袋登仁雄建築都市統括監 土木建築部所管の陳情は継続１件、新規１件、

合わせて２件となっております。

継続の陳情につきましては、処理概要に変更はございませんので、説明は省

略させていただきます。

新規陳情につきまして、処理概要を御説明いたします。
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18ページを御覧ください。

企画部との共管となっております陳情第188号の５美ぎ島美しゃ（宮古・八

重山）圏域の振興発展に関する陳情について、御説明いたします。

記の２、滑走路延長については、具体的な就航計画を踏まえ、検討していき

たいと考えております。

以上で、土木建築部に係る陳情の処理概要について、説明を終わります。

御審査のほど、よろしくお願いいたします。

○中川京貴委員長 土木建築部建築都市統括監の説明は終わりました。

次に、陳情第54号の５について、知事公室基地対策課副参事の説明を求めま

す。

城間敦知事公室基地対策課副参事。

○城間敦基地対策課副参事 それでは、知事公室所管に係る陳情につきまして

御説明いたします。

継続審議となっております陳情１件につきましては、前回の処理概要から変

更はございませんので、説明は省略させていただきます。

以上、知事公室所管陳情について、御説明いたしました。

御審査のほど、よろしくお願いいたします。

○中川京貴委員長 知事公室基地対策課副参事の説明は終わりました。

次に、陳情第184号について、文化観光スポーツ部観光振興課長の説明を求

めます。

雉鼻章郎文化観光スポーツ部観光振興課長。

○雉鼻章郎観光振興課長 それでは、文化観光スポーツ部関係の陳情につきま

して、その処理方針を御説明いたします。

それでは、説明資料の15ページを御覧ください。

陳情第184号離島路線バスへの非接触型交通系ＩＣカード等の導入に関する

陳情（新規）。

３、県では、次年度以降、ウィズコロナ社会における新しい生活様式への対

応及びインバウンド需要の回復を見据え、公共交通機関へのコンタクトレス決

済システムの導入を検討しているところです。

宮古島ループバスへのコンタクトレス決済システムの導入については、事業

の実施主体である宮古島市や運行会社からの要望があれば、その内容を踏まえ
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て検討してまいります。

以上が、文化観光スポーツ部関係の陳情に係る処理方針であります。

御審査のほど、よろしくお願いいたします。

○中川京貴委員長 文化観光スポーツ部観光振興課長の説明は終わりました。

次に、陳情第152号について、商工労働部ものづくり振興課長の説明を求め

ます。

古波蔵寿勝商工労働部ものづくり振興課長。

○古波蔵寿勝ものづくり振興課長 商工労働部関係の請願及び陳情につきまし

て、処理方針を御説明いたします。

商工労働部関係は、継続陳情が１件となっております。

前回から処理方針等に変更がありましたので、変更箇所について御説明いた

します。

資料14ページを御覧ください。

陳情第152号沖縄県産酒類に対する酒税の軽減措置の期限延長に関する陳情

につきまして、変更した箇所を下線で示しておりますので、読み上げて御説明

いたします。

表の右側、経過・処理方針等欄を御覧ください。

１、県では、内閣府、国政与党、県関係国会議員に対し、本陳情の内容が実

現するよう求めてまいりました。

令和２年12月10日に国政与党が決定した令和３年度税制改正大綱において、

沖縄県産酒類に係る酒税の軽減措置について、１年延長することが示されまし

た。

県としましては、今後の税制改正に対する国会における審議を注視してまい

ります。

以上で、陳情の処理方針についての説明を終わります。

御審査のほど、よろしくお願いいたします。

○中川京貴委員長 商工労働部ものづくり振興課長の説明は終わりました。

これより、各陳情に対する質疑を行います。

質疑に当たっては、陳情番号を申し述べてから説明資料の該当ページをタブ

レットの通知機能により委員自ら通知し、重複することがないよう簡潔にお願

いいたします。

なお、質疑・答弁に当たっては、挙手により委員長の許可を得てから行うよ
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うお願いいたします。

また、この際、執行部の皆様に申し上げます。

答弁に際しては、要点をまとめ、要領よく行い、円滑な委員会運営が図られ

るよう御協力をお願いいたします。

質疑はありませんか。

島袋恵祐委員。

○島袋恵祐委員 幾つか確認をさせてください。陳情第113号公共交通機関に

おけるコロナウイルス感染症対策に関する陳情なんですが、処理概要が変わっ

ている中身ですね。東京都のタクシー事業者、そして宮古のタクシー業者から

も申請が出されて、国が認めたということなんですけれども、この申請どうい

ったことがされたのか、また具体的に中身を教えていただけますか。

○金城康司交通政策課長 お答えします。

まず、公共交通機関については、特別な事情を除くほか、乗車拒否できない

ことになっているんですけれども、その約款で乗車拒否できるというふうな事

例について―この約款というのは国土交通省が認可するんですけれども、国土

交通省に対して、今回宮古島市のタクシー事業者、14事業者のほうから、正当

な理由がないのに、例えば病気でもないのにマスクをしない。運転手のほうか

らマスクをしてくださいというふうなお願いをした際に、それでもまだ拒否さ

れる方については乗車拒否できるということで、約款の認可を得ている状況で

ございます。

以上です。

○島袋恵祐委員 きちんと一方的じゃなくて、お客さんと運転手さんとの間で

きちんとその辺の確認とか、そういったのは徹底されるという理解でよろしい

ですか。

○金城康司交通政策課長 今回、約款の改正に当たっては、やはり運転手側が

一方的に拒否することはできませんので、その辺につきましてはきちんと運転

手とお客様の間で話し合われて、それでもなおかつマスクをしていただけない

お客様については、病気ならしようがないんですけれども、病気でないにもか

かわらずマスクをお断りなされるお客様については、拒否できるというふうな

内容になっております。
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○島袋恵祐委員 やはり運転手の皆さんも不安ですし、また次に乗る人に対し

ても影響が出ないかという心配というのはすごくあると思うんですけれども、

そういったコロナ禍の中でも、やっぱりどうしてもマスクをつけるのが難しい

とか、そういった人たちがいると思うんですよね。特に話を聞くと発達障害を

持っている方々というのは、このマスクが顔に少し触れるだけでもすごく嫌な

思いで生活に影響が出るとか、そういった人たちもいるんですよ。なので、や

っぱりそういったきちんと話をして理解をしてもらう努力が必要と同時に、や

むを得ずマスクをつけられない人たちというのがいるということも、やっぱり

タクシーとかバスの公共交通事業者のところで周知を徹底するのと、また広く

県民にも徹底していく必要があるのかなと思うんですけれども、そういった取

組をぜひやってほしいと思うんですが、どうですか。

○金城康司交通政策課長 今のお話ですね、発達障害のお子さんとかの方々が、

やっぱりどうしてもマスクできないような事情があるというのは当然あると思

いますので、その件につきましては、そういった事例につきましてまたこちら

のほうからタクシー協会等と意見交換して、そういうことがないように話し合

っていきたいと思います。

○島袋恵祐委員 発達障害は子供に限らず大人の発達障害もありますので、や

っぱり大人の方々にもきちんと理解してもらう必要があると思うので、その取

組をよろしくお願いしたいと思います。

以上です。

○中川京貴委員長 ほかに質疑はありませんか。

大浜一郎委員。

○大浜一郎委員 これはみんな関連するんですけど、陳情54号の５の粟国、那

覇とか、多良間、波照間の航空路線の件なんですが、やっと具体的に、今まで

は就航意欲を示している航空会社というような処理概要から、明確に第一航空

株式会社というふうな名前が出てきてですね、具体的になっているかなという

ふうには処理概要から見受けられるわけですけれども、これはもうその方向で

行くと考えていいわけですよね。協議を、確認を行っているところということ

だけれども、これはその方向で行くというふうに、かなり実現が高くなったと

考えていいわけですよね。どうですか。
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○大嶺寛交通政策課副参事 県としましては、運航の安全性確保、あと地元の

理解というのが重要だと考えていますので、その辺を重視しながら、国、地元

の町村の方々、第一航空と連携して取組を進めてまいりたいと考えております。

○大浜一郎委員 いや、地元の理解というよりも、地元は要望しているわけで

すから。地元はずっと要望しているから、興味がある航空会社というのが今ま

での処理概要ですよ。ここでやっと第一航空というのが出てきたんだから、地

元の理解は進んでいるというか、要望しているんだから、安全確保の問題とか、

そういった問題が担保できているからこういった具体的な名前が出ているんで

しょうというふうな、だからこれはかなり具現性が高いんですよねということ

を今お聞きしているんですよ。

○大嶺寛交通政策課副参事 今、国と連携しまして、この具体的な事業計画の

内容とかその辺を、当然安全性を中心に、重点的に点検して進めていく方向で

今進めております。

○大浜一郎委員 ちょっとよく分かりにくい説明かな。安全確保なんか、航空

会社がやるのは当たり前じゃないですか。当たり前の話なんですよ。これは当

然やるとして、この事業計画の確認を行っていると、何の事業計画の確認を行

っているんですか。いついつから云々こうするかということを事業計画として

確認しているのか、それとも安全点検ができる能力があるのかというのを確認

しているのか。これちょっとちぐはぐじゃないですか。

○大嶺寛交通政策課副参事 事業計画書の中には、どの空港を拠点にしてどこ

に就航するかとか、機材は何を使って、ちゃんと機材は確保されているのか。

当然その安全性、実効性が担保されるような運航管理、機材整備、こういった

ものが適切なのかというものが記入されることとなっておりまして、さらに運

航規程、あるいは整備規程、そういうふうなパイロットの確保も含めて、そう

いうふうなものが運航再開までの間にいろいろ準備することになっていますの

で、今その辺のことをスケジュールも含めて、国と連携して確認しているとこ

ろでございます。

○大浜一郎委員 確認の進み具合はどうなんですか。作業はどの程度まで進ん

でいますか。どこまでどういうふうに進んでいるんですか。
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○大嶺寛交通政策課副参事 確認につきましては、ある程度事業計画書が作成

されておりますので、そこについて今、大阪航空局と一緒に確認しているんで

すけれども、その辺の具体的な運用のところにつきましては、今事業者と国土

交通省のほうで詰めている状況というふうに聞いております。

○大浜一郎委員 一度はこの第一航空は取りあえず運航をしていた実績があっ

た。アクシデントがあってできなくなった。それで、もう一回飛ばすようにと

いうふうに県からも強い要望が出た、命令が出た。それで再開するという形に、

基本的な流れとしてはそうですよね。そうなってくると、以前はやっていたこ

との再確認を、もう一度あなたたちできますかみたいな再確認をしているとい

うようなことですか。今言うのでは全然スケジュール感が分からないけど。

○大嶺寛交通政策課副参事 第一航空につきましては、一度飛ばしてはいたん

ですけれども、撤退しまして事業計画自体が一度廃止になっていますので、今

回は新規の申請というような扱いと聞いております。

○大浜一郎委員 新規の扱いであろうと、同じ航空会社が就航するような処理

概要になっているわけですから、これはずっと継続して陳情されている案件で

もありますし、具体的にどういうふうに持っていくかということに関しては、

これは相当詰め詰めで話をしていく必要があると思うし、特に運航安全に関し

てはこれでミステイクしているわけですから、きっちりやらないといけないと

思うんだけれども、基本的には第一航空の経営状況というのがよく分からない

ので、今の経営状況というのは十分それに耐え得るような経営状況になってい

るというふうに皆さんは判断されているのか。どうなんですか、その辺は。体

制、システム、乗員、パイロット。

○大嶺寛交通政策課副参事 経営状況につきましては、昨年８月にそのグルー

プ会社である、いわゆる親会社のほうが変更されておりまして、このグループ

全体で経営も含めていろいろ検討されるというふうなことを聞いております。

今後は、やはり人材の確保というところは重要になってまいりますので、パイ

ロットとか地上で従事される職員の方たちを今、訓練も含めて育てているよう

な状況というふうに伺っております。

○大浜一郎委員 それではかなりまだ時間がかかるというふうな見立てでいい

んですかね。まだ全然先は見えませんよというけど、取りあえず第一航空さん
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がやりたいと言っているようなことだから、処理概要としてこういうふうな第

一航空株式会社という名前が出てきたんですか。その辺はどうですか。

○大嶺寛交通政策課副参事 今のところ事業計画を作成して、既に国と認可に

向けたいろいろやり取り、手続が始まっておりますので、県としましてはこれ

がスムーズに進むように、できるだけ早期に再開できるように、国と連携しな

がら取組を進めていきたいと考えております。

○大浜一郎委員 ぜひですね、処理概要で第一航空が事業計画の確認を行って

いるというような処理概要になっていますから、できるだけこれはずっと同じ

ような陳情が出てきているわけですから、ぜひ取り組んでもらいたいのが１つ

と、もう一つの問題は、この運航費の補助。運航費の補助がやはり十分に確保

ができない限りにおいては、これは継続が難しいというふうに基本的になって

いくんだろうと思うんですよね。ですので、その辺のところの見通し、これは

補助金の額を算定するよう国へ要望しているところでありますということで、

ずっとその処理概要になっておりますけど、実質の補塡、損失額の補助金の額

に関して、今後の見通しとしてはどういう見通しを今持っておりますか。

○大嶺寛交通政策課副参事 今、第一航空の事業計画の中では、早期に就航さ

せたいということもございまして、当初はちょっとチャーター方式で運航を再

開していって、徐々に軌道に乗っていけば、そのまま定期的に運航できるよう

な体制に持っていきたいというふうな計画になっておりまして、当面チャータ

ーの間は補助金とかは受けずに、自前で運航するというふうな方向で今調整さ

せていただいているんですけれども、将来的には定期的な運航を目指して、運

航費の補助金についての議論も出てくると思いますので、そのときには国と地

元の自治体と調整するとともに、その補助対象路線を選定します沖縄県離島航

空路線確保維持協議会というのがございますので、その中においてもいろいろ

議論させていただきたいと考えております。

○大浜一郎委員 地元から要望が出ているわけですから、定期便に持っていく

前にはチャーターフライトから始めるということはよくあることなんです。海

外路線もそうです。まずチャーターフライトで様子を見て、需要喚起をして、

それから定期化に持っていくというのは、これはずっと航空機を運用するとき

によくやるパターンです。ですから、チャーターフライトでもいいんですよ。

でも、チャーターフライトだけれども、とにかくチャーターフライトがうまく
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いくようなバックアップ体制を取っておかないと、うまくいくものもいかなく

なっちゃうので、その辺のところも今、運航して、そこに需要喚起を起こすよ

うなものに持っていくためにはそういうことをやらないと、これが定期化にな

っていくという話には僕はつながっていかないだろうというふうに思います。

ですので、その辺のところもしっかりと見据えて、まずチャーターフライトで

需要に応じて季節便とかいろんなものをちょっとテストフライトしてみる。そ

れから本番の可能性があるかどうかというのを、もう一回きちんと見極めてい

く。そこでどういうふうな欠損額が実際に出てくるのか。何％までの搭乗率だ

ったらいいのか。何％までは補助できるかどうか。その辺のところの細かいや

り方ってあると思うんですよ。僕も海外のチャーターフライトに関しては経験

しましたから、そのような形でできると思いますから、その辺の取組も少し答

弁いただけませんか。

○大嶺寛交通政策課副参事 持続可能に安定して飛ばすということにつきまし

ては、やはりまず固定費を削減していくということと、やっぱり一番は収入を

増やしていくということが一番重要だと思いますので、こちらにつきましては

地元自治体と一緒になって、いろんなイベントとかも含めまして、観光需要も

含めまして、収入が増やせるような政策が取れないかどうかというのを一緒に

なって検討しながら、支援していきたいと考えております。

○大浜一郎委員 了解です。ありがとうございます。

○中川京貴委員長 ほかに質疑はありませんか。

大城憲幸委員。

○大城憲幸委員 今の関連で引き続き４ページ、54号の５の７と９の件でお願

いします。今の議論でもあったように、これまで残念ながら事故を起こしてし

まって、その後ずっと止まってしまったと。そして、その後結局地域ともなか

なか信頼関係が結べなかった。そして、県とも訴訟になってしまったというよ

うな経過があります。なかなか進めなかったわけですね。ただここに来て、先

ほどの中にもありましたけれども、オーナーさんが変わったわけですよ。それ

で我々がやりたいというところが変わった。そういう意味では大きく動けるチ

ャンスだし、そしてそのオーナーさんがこの訴訟に関してももう今なくなった、

取り下げたわけですから、やっぱり今大きく進めないといけないと思うんです

けれども、相変わらず陳情内容が、処理方針が同じなものですから、今議論が
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あったように進んでいるように見えないんですよ。ここにある皆さんが強調し

ているように、やっぱり安全性と地域との信頼関係というのは、これまでの経

過からいって何よりも大事なのはそのとおりだと思います。ただ、今言ったオ

ーナーも変わって訴訟も取り下げたということは、ここはもう飛躍的に前に進

めると思っているんですよね。今ある計画なんかはきちんと国の審査もありま

すから時間はかかるにしても、私はこれまでの経過からいくと県が率先して援

助をしてあげて、一日でも早くこの陳情に応えられるようなものに一歩踏み出

すべきだと思うんですけれども、その辺の状況と今後についてお願いします。

○大嶺寛交通政策課副参事 第一航空とは、去る10月、11月にそれぞれ１回、

国交省も交えましていろいろ意見交換を実施させていただいておりますし、現

在は随時、国と連携して第一航空がいろいろ事業計画をつくっていく中、ある

いは整備規程を整備していく中で、いろいろ御相談があったりとか、そういう

ふうな場合には、その都度いろいろ対応させていただいているような状況です

ので、引き続き国と連携して、そういう方向で就航に向けて進めていきたいと

考えております。

○大城憲幸委員 答弁は分かりますけれども、もう一歩欲しいんですよ。ちょ

っと確認しますけれども、我々は公費で飛行機２機買って、それがもうずっと

寝ている状態なんですよ。それちょっと現状、再度確認します。２機幾らで買

って、何年修理等を含めて倉庫に寝ているんですか、飛んでいないんですか。

○大嶺寛交通政策課副参事 航空機の金額ですけれども、２機合わせて約22億

円というところになってございます。そのうち国が約15億円で、県が５億円弱

というふうになっております。

○大城憲幸委員 何年飛んでいないの。

○大嶺寛交通政策課副参事 事故を起こしたのが平成27年８月なんですけれど

も、そのとき８月の約１か月ぐらいは飛んでおりまして、その後運休しまして、

平成30年の１月から再開して３月の途中まで飛んでいるということで、飛んで

いる期間のほうが短いんですけれども、飛んでいない期間は約３年ぐらいとい

うふうになります。

○大城憲幸委員 私が言いたいのは、先ほどからの答弁は意味は分かりますけ
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れども、我々は22億の公費を使って、この離島の皆さんのために飛行機を買っ

ておいて、そして今あったいろんな不幸な事故も含めて事情はあったけれども、

５年まともに飛んでいないわけですよ。やっぱりそういう意味では、県の担当

部局としてやっぱりもっと自分事とするような答弁が欲しいんですよ。国の事

情もある、安全審査のためにも時間がかかるというのはそのとおり。ただやっ

ぱりこれは一日でも早く飛ばす、あるいはスケジュール感についても何とか年

度内で飛ばす、そういうような思いというのがなかなか答弁から伝わってこな

いものですから、そこは私大事だと思いますよ。その辺についてどうですか。

今後の目標も含めて持っていませんか、皆さんは。

○宮城力企画部長 特に粟国路線については、事故を起こしてしまったという、

その経緯から運休されて撤退した。そして訴訟も起こされて、いろいろ考え方

に相違があって、まあこれが取り下げられて、また再度飛びたいという話合い

が今の現状でございます。何よりもこの安全性がちゃんと担保されるかという

ところに、まずは主眼を置かないといけないと考えております。もちろん県と

しても周辺環境のサポートはしていきたいと考えておるんですが、まず安全性

がちゃんと十分に担保された運航計画が策定できるか、これ次第だと考えてい

まして、したがいましてスケジュールでいついつまでというのは軽々に申し上

げられないんですが、でき得る限り早めに再度飛べるように国とも連携を図っ

ていきたいと思っています。もちろん我々はただ傍観しているだけではなくて、

この間いろんな航空会社ともいろいろ意見交換をしてきたところでございま

す。今一番現実的に近いところにあるのが第一航空さんで、先ほど副参事から

も答弁ありましたように、国も交えた意見交換もしております。一刻も早くこ

の離島住民の皆様の期待が、非常に期待感が高まっているというのも承知して

おりますので、できるだけ早めに再び飛べるように、しっかり取り組んでいき

たいというふうに考えます。

○大城憲幸委員 安全性を否定するつもりもないし、手続に慎重になるという

のはそれはそのとおりだと思います。さっきも言ったように、やっぱりそれは

県の主体性というのが見えないから一応強く言わせてもらいましたけれども、

私の認識では非常に力のある、誠意のあるオーナーさんになってくれたのかな

というふうに個人的に期待している部分もあるものですから、やっぱりこれま

での経過からしても、県がもっと思いを込めて、お願いを含めて間に立って頑

張っていただきたいと思います。

次の幾つかあるものですから簡潔になるようにしますけれども、13ページ、
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陳情205号、モノレールの要請が今度新規で出ておりますけれども、これにつ

いてお願いします。平成30年に、延伸とか一部環状化について調査をしました

よということです。それで課題もありますけれども、今後も検討していきます

ということではあるんですけれども、ちょっと概略というか、私の認識ではや

っぱり非常に採算性が厳しいのかなという部分は前から議論がありました。そ

ういう意味で、少しおさらいで、これまではこの陳情文にもあるように17キロ

ぐらい整備されていますけれども、１キロ100億と言われた整備費が、最終的

にこれまでの整備の分が17キロで幾らぐらい、概算でこれぐらいでしたよと。

今後概算でさらなる延伸、環状化した場合には、同じように１キロこれぐらい

かかりますよと。そういうようなものを少しおさらいさせてもらえますか。

○寺本美幸交通政策課公共交通推進室長 お答えいたします。

モノレールの今の延長区間までの事業費について、ちょっと当方のほうでは

把握していませんけれども、平成30年度におきましてモノレールをてだこ浦西

駅から延伸した場合の導入効果と、またどれぐらいの費用がかかって採算がど

うなるかというようなことを検討させていただきました。その際に検討したル

ートといたしましては、那覇から豊見城を通りまして糸満。または那覇のほう

から329号を通りまして首里駅まで接続する環状の部分。また、那覇のほうか

ら南風原を通って与那原まで行くルート。また、てだこ浦西のほうから西原、

ＭＩＣＥのほうまで。ＭＩＣＥ施設が建設予定されている地域まで結んだ場合。

また、てだこ浦西のほうから琉大向けという形で、５つの方面について検討さ

せていただきました。その際の事業費なんですけれども、一番延長距離が短い

もので、琉大向けが400億円ぐらい、延伸部分に関しまして。最も大きかった

のが、与那原方面までのものが1110億円、委員が先ほどおっしゃったような形

でキロ当たり100から120億ぐらいかかるような計算になっております。これら

検討した際になんですが、あくまでも入ってくる収入と実際のランニングコス

ト、建設費にかかる費用ではなくて、ランニング、日々の修繕、また運行に係

る費用のみで収支を計算いたしました。その結果、年間マイナス５億円ぐらい

から７億円ぐらいの赤字が出るというのが、各ルートごとに結果が示されたと

いうところでございます。

○大城憲幸委員 なかなか大きな数字が出て厳しいなという議論は前からあり

はするんですけれども、それも踏まえて鉄軌道の議論をさせてください。

７ページ、陳情153号の２、これ継続ですけれども、鉄軌道の導入について

の陳情があります。ずっと県としては公設民営、上下分離方式と。これを国に
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求めながら、特別な制度を求めていくということではあるんですけれども、ち

ょっと本会議での議論も含めてですね、あそこで言ったものも踏まえて議論を

前に進めたいんですけれども、やっぱりこの処理方針の中にもあるように、い

や、我々はもうケースによっては１を超えていますよと。学識経験者も科学的

で論理的であると言っていますよと。だから国に求めていくんだと。それを踏

まえて中間報告、制度提言にも載せましたよということではあるんですけれど

も、本気で国がやっている調査と、国の主張と沖縄県の考えというのをすり合

わせる努力をしないと、県民向けには我々一生懸命やっているんだよというア

ピールはいいんですけれども、どうも見ていて、これを実現するためにどう国

と考え方を少しでも近づけるかという努力がなかなか見えてこないんですよ

ね。その辺について取組状況どうですか。最後お願いします。

○寺本美幸交通政策課公共交通推進室長 お答えいたします。

県、国それぞれにおきまして、鉄軌道については調査を進めてきたところで

ございます。国のほうから鉄軌道に関しましては、費用便益費が１を下回って

いて事業可能性が低いということ、また事業採算性が一般的な整備スキームで

やった場合には非常に厳しいというような御指摘がございました。これを踏ま

えて沖縄県としては、どういった方法であれば鉄軌道を沖縄に導入できるかと

いう観点で検討を進めてきたところでございます。その結果、先ほど委員がお

っしゃったような形でビー・バイ・シーについても何とか１を超えるような結

果を得たと。また、採算性に関しましては、どうしても沖縄の場合は他県の鉄

道とは異なりまして、戦後すぐに復興されたわけではございません。今もう既

に既成の市街地が、過密な市街地が形成された中への導入となります。非常に

事業費が膨大にかかるような整備になります。そういったことを踏まえた場合、

やはり特例制度というようなものですね。全国のほうでは、御存じのとおり旧

国鉄が全国の鉄道ネットワークを整備してきた。戦後復興もしながら新たな整

備もしてきたということ。また、新幹線に関しましても、国鉄からＪＲに変わ

った後も、国のほうで新幹線整備という形で国主体による整備が全国的になさ

れてきたと。こういう中で、沖縄にだけ今鉄道がない状況でございます。我々

としましては、こういった歴史的背景等々も含めまして、やはりこういった沖

縄に鉄軌道を入れる場合には、全国新幹線鉄道整備法を参考とした特例制度の

創設は不可欠だというふうに考えております。これをもって今後、国と制度提

言の議論の中で行っていくことになりますけれども、我々としましては沖縄振

興特別措置法第91条第２項に基づいて調査検討を行っておりますが、その法の

第３条の２に基づきます沖縄振興基本方針の中におきましては、沖縄本島内に



- 30 -
R2.12.16

新沖縄振興・公共交通ネットワーク特別委員会記録

おける交通の状況に鑑み、鉄道、軌道その他の公共交通機関の整備の在り方に

ついての調査及び検討を進めて、その結果を踏まえて一定の方向を取りまとめ、

所要の措置を講ずると記載されております。我々としましては、やはり国、県、

それぞれ調査を行ってきたところでございますので、そういった議論の中でし

っかり我々の取り組んできた検討結果を国のほうにお示ししながら、説明しな

がら、何とか今の沖振法に掲げている鉄軌道に関する調査検討のほうから一歩

でも前に進めるような議論を進めていきたいというふうに考えております。

○大城憲幸委員 まさに今最後に言った沖振法の根拠のところがみそで、県と

しては歴史的な背景とかいろんなものも含めて特例措置を要求していきますと

いう思いは分かるけれども、それは冒頭言ったとおり、県民に対してはそれで

我々頑張っていますよでいいんだけれども、やっぱり大事なのは、この沖振法

に基づいてそれぞれで調査した、それぞれの調査の前提も違えば数字も全然違

う。ただ、もう今それを具体的にすり合わせるべき時期じゃないんですかとい

う私の主張。なかなかこれ以上議論してもちょっと平行線になりそうだから、

もう結論のほうに行きますけれども、部長、ＭＩＣＥも県民一丸となってこれ

を実現するって頑張ってきた。しかし、現状はこうなっている。Ｊ１サッカー

スタジアムも、申し訳ないけど似たような状況。県民に対しても、県民の要望

を全面的に受け入れて我々実現するんだってずっと言い続けているけれども、

見通しが立たない。鉄軌道についても、今の議論も本会議での議論もそう。や

っぱり今まさに沖振法を変える時期に来て、更新する時期に来て、今どう実現

するかというところがなかなか見えてこないんですよね。部長が言った、やっ

ぱり県民の機運が盛り上がらないと実現しないんだというのも、それも現実で

しょう。大事なことでしょう。だけれども、やっぱりもうちょっと必死で汗を

かかないと、なかなか今までどおりの取組にしか見えないものですからね。や

っぱりさっきあったモノレールもこれだけ数千億もかかるけれども、県民に対

しては、まあ検討しますよみたいな感じでやっている。その辺が国から見たら、

もしかしたらめり張りがないというふうに見えないかなと。やっぱりもう本当

にこれから厳しい中では、選択と集中、やめるものはやめる。そして、やるも

のはやる。その代わりこれだけはどうしても取るんだという、やっぱり沖縄か

らの熱い思いが伝わらないと、この厳しい時代の中で今後こういう大型事業と

いうのは実現しないのかなというふうに感じているものですから、簡潔に最後、

その辺にについてどうですか。

○宮城力企画部長 那覇と名護を１時間で結ぶ、これは沖縄の将来にとっても
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大きなポイントになると思っています。今せっかく沖縄振興特別措置法の中で

調査検討する、あるいは沖縄振興基本方針の中で必要な措置を講ずるというこ

とが規定されておりますので、来たる沖縄振興計画にあっても、これよりもう

少し踏み込んだ形でぜひ継続させていきたいと考えています。おっしゃるとお

り国と県では調査の前提がちょっと違っていて、ビー・バイ・シー等について

も数字に開きがありますけれども、県のビー・バイ・シーの精緻化を図った結

果については国に御説明したところで、これを基に今後議論を進めていこうと

いうことで今方向性は一致しておりますので、この制度提言以降ですね、さら

に処理方針にありますとおり、国との議論を加速させていきたいというふうに

考えているところでございます。

○中川京貴委員長 休憩いたします。

午前11時53分休憩

午後１時33分再開

○中川京貴委員長 再開いたします。

午前に引き続き、質疑を行います。

質疑はありませんか。

座波一委員。

○座波一委員 陳情第153号の２。この陳情要旨に、鉄軌道の中南部都市圏へ

の先行導入とあるわけですね。今計画としては、那覇－名護間を結ぶというこ

とに徹していますけど、私もこの件につきましては、このままでは一気に名護

－那覇を目指すとどうしても時間的なものが困難だろうと思ってですね、本当

に需要のあるところから進めるような事業に変えていくほうがいいんじゃない

かという考えもちょっと持っていたものですから、その件についてはどうです

か、この要旨に対する考え方。

○寺本美幸交通政策課公共交通推進室長 お答えいたします。

我々のほうでは那覇－名護間１時間、圏域構造を変えるということで、構想

段階におきましても県民と情報共有を図りながら、鉄軌道の那覇－名護を１時

間で結ぶ鉄軌道の計画案づくりに取り組んできたところでございます。この那

覇－名護間というのは、やはり長距離になります。そういったものの課題とし

まして、ビー・バイ・シーが低い、また採算性に課題があるということが指摘
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されておりましたけれども、今回ビー・バイ・シーについては何とか１を超え

るケースも確認できたというところですので、まず我々としては国とは今後、

その那覇－名護間を１時間で結ぶ鉄軌道の導入に向けてしっかり取り組んでい

きたいと思っております。ただ、委員がおっしゃるとおり、鉄軌道の整備には

長期を要します。その整備の在り方については、今後具体的な議論は計画段階

以降において、どういった整備手法をやっていくかというのは恐らく検討され

るかと思っておりますが、我々としましては那覇－名護間を１時間で結ぶ鉄軌

道の導入に向けて、しっかり国と議論を進めていきたいと考えております。

○座波一委員 全体の計画としては那覇－名護間というのは分かりますので、

ただこれを実施するに当たり、やっぱり現実的な事業計画という点ではそうい

った需要の高いところから、採算性の高いところから始めていってもいいので

はないかと考えております。那覇－名護間の肝腎なところ、那覇はですね、那

覇の端っこからなのか、それとも空港からなのか、イメージ的な部分でいいで

すからどう考えていますか。

○寺本美幸交通政策課公共交通推進室長 お答えいたします。

構想段階における計画案づくりでもどこから結ぶかという議論がございまし

たけれども、基本的に構想段階におきましては、通る地域を決定したというと

ころでございます。ですので、まず那覇市を通ることが決定したというふうに

御理解いただければと思います。ただ実際、那覇市のどこから結んでいくかと

いうことに関しましてなんですが、当然空港からという声も構想段階の検討で

は多く寄せられました。その際に、空港から鉄道を結んだ場合どういった影響

があるかということで、検討させていただきました。その際に、モノレールと

並走するような区間が発生した場合はモノレールにも影響があるという課題が

確認されておりますので、今後どういった形で鉄道のルートを決めていくのか、

具体的な線ですね。その際にモノレールと競合しないような線の在り方も含め

検討しつつ、どこからスタートをさせていくかということは計画段階において

議論がなされるものと考えております。

○座波一委員 モノレールと競合するようなものじゃないと思いますけどね。

那覇－名護間１時間の構想の乗り物だと、これはモノレールの駅とか全く競合

しないと思いますが、いずれにしましても、那覇をしっかり横断、縦断するこ

とによって収益性は全然変わってくると思いますから、そこは当然のように入

るものだと思っております。そしてまた全体の費用便益を高める、あるいは収
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益性を高める意味においても、フィーダー系との連携が必要だということを私

はずっと申し上げてきました。地域のフィーダー構想、これはまた別の陳情の

部分で、205号との連携となりますけれどもね。そういう意味でのこの取組、

そこには鉄軌道にこだわらずバス路線というのもあるわけですが、やはりこれ

も県の構想としては、南北縦貫鉄道を１つに絞って公共事業を議論するのでは

なく、このフィーダー系を地域でどうそれと連結させていくかということをや

っぱり県民に示しながら、あるいはこれが地域を盛り上げることになると思う

んです。ですので、そこら辺が足りない。需要を喚起することと内閣府から言

われていますよね。そこが足りないと思う。いかがでしょうか。

○寺本美幸交通政策課公共交通推進室長 鉄軌道を導入する際には、当然のこ

とながら委員がおっしゃりますようにしっかり地域と結んで、地域を盛り上げ

ていくということが重要になるものと考えております。鉄軌道は長期を要する

計画ではございますが、その取組と併せて、今県におきましては公共交通の充

実に向けた取組ということで、北、中、南部の各圏域ごとに市町村と議論の場

を設けて、どういった形で将来、鉄道が来た場合にそのネットワークを結んで

いくのかということを一つ一つ検討していきたいということで、今そういった

スタートをさせていただいたというところでございます。その中ではバスの再

編だったり、または新たなシステムの導入だったり、その地域の意見を聞きな

がら、地域の課題やニーズを踏まえつつ市町村と協働で検討を進めていくこと

としております。

○座波一委員 地域の公共交通会議も今頻繁に行われていると思いますけど、

本当に今まさに地域の公共交通が非常に課題となっていますので、それとこの

フィーダー系というのを一緒になって考えないと、そうじゃないと県の一体的

な方策は取れないと思いますよ。そういう意味で、ぜひこの鉄軌道あるいはフ

ィーダー系、そしてまたバス路線も含めて、路線の見直し、これはもう本当に

一体的に進めてほしいと思います。この件については大丈夫ですか。一体的に

できるんですか。

○寺本美幸交通政策課公共交通推進室長 鉄軌道の取組と併せて、もう既に公

共交通の充実につきましては市町村と進め方について確認されたところから、

市町村とともに検討を開始したところでございます。委員のおっしゃるとおり、

しっかり連携して取り組んでいけるよう頑張りたいと思います。
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○座波一委員 最後に都市モノレールの延長についてなんですけれども、何ル

ートか検討してみたということであります。しかしながら、先ほど予算的な面

で不可能じゃないかというような結論めいたものが出ておりますけれども、こ

の問題は県民からの要望として、鉄軌道の導入というのは非常に要望があるん

ですね。例えば与那原－那覇間の軽便鉄道のあったところの復活の問題、要望

書も出ているはずなんですよ、県にはですね。そういうことからいうと、地域

によって今の延伸の部分と、西原まで来ている部分と、この昔から根強く要望

のあるところとの連結可能なものは本当に検討していいんじゃないかと。そこ

にはＭＩＣＥの予定地もあるわけですので、非常に合理性があるんですよね。

どうしてそこをこの費用問題で―都市モノレールの計画というのは、割と国は、

ある意味では予算は持っていると思いますよ。そういうことからいうと、先ほ

ど費用においての問題を前面に出しましたけれども、これは結論を今出すよう

な問題ですかね。それとも検討するということになっていますか。

○寺本美幸交通政策課公共交通推進室長 モノレールの延伸に関する調査は平

成30年度に実施しておりますけれども、その際にはあくまでも今の街の状況を

踏まえて検討させていただきました。その結果、実際の運賃収入とランニング

コスト、建設費は除いたランニングコストだけで見た場合におきましても、な

かなかちょっと採算的には厳しいという結果が得られております。建設費に関

しましては国が補塡するとか、県が見るとか、いろんな手法があるかと思いま

すけれども、お互いで出し合ってやる方法はあると思いますが、ランニングに

関しましては、やはり赤字ということになりますと行政が負担をしていかなき

ゃいけない部分も出てこようかと思います。その赤字にならないように、どう

いった形でまちづくりをしながらモノレールの延伸の実現をしていくかという

ことで、今後市町村と協働で、そういった検討をしたいという市町村が当然い

ますので、そういったところと連携しながら、どういったまちづくりの在り方

があるのか、持続性の観点からしっかり検討していく必要があるかと考えてお

ります。これについては、公共交通の充実に向けた取組の中で、関係する市町

村と実際そういった取組をしようということで検討体制を構築した上で、しっ

かり検討していきたいと考えております。

○座波一委員 以上です。

○中川京貴委員長 ほかに質疑はありませんか。

渡久地修委員。
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○渡久地修委員 まず今との関連で、153号、７ページ、鉄軌道のやつなんだ

けど、これはちょっと時間がないから考え方だけ部長に聞きたいんだけど、今

までの議論で１つ、これは皆さん上下分離方式、ＪＲ会社法と言っているよね。

僕はやっぱり戦後復興の立場から、これは国鉄がね、国がずっとやってきたと

いうことからしたら、やっぱり国の責任で僕はやるべきだというふうに思いま

す。これが１つ。そしてもう一つは、議論が便益でやっているよね。これも大

事だけど、単体の赤字か黒字かだけでの議論にしたら僕は駄目だと思う。僕は

那覇市議会にもいたけれども、モノレールも赤字、黒字でいろんな議論があっ

て大変だという話はあったけど、これだけで議論したら駄目だよと。単体が赤

字だから駄目ということじゃなくて、周辺のまちづくり、沖縄の発展、いろん

な経済とか総合的に判断しないと駄目だよと言ったわけ。だから、沖縄のこの

鉄軌道の話も、沖縄全体の均衡ある発展、それから経済の発展、そして周辺の

発展とかという大きな立場からの議論に持っていかないと、鉄道が赤字か黒字

かというだけの議論にすると議論が狭くなるんじゃないですかという立場か

ら、もっと全体的な立場で僕は議論する必要があると思います。そして、僕ら

前回総務委員会でドイツとかイタリア、フランスとかに行ってきたけれども、

向こうでは公共交通、電車とかというのは無料なのよ。自治体がお金を出して

いる。それは何かといったら、交通権、移動の権利というのを自治体が保障し

ているわけさ。これがヨーロッパでは普通なんだよね。だから、そういう立場

からも議論したほうがいいんじゃないかと思うんだけど、もうこの問題はそう

いうふうに考えているけどどうかというだけに今日はとどめて、時間もないの

で。どんなね、この３つ、部長。

○宮城力企画部長 委員おっしゃるように、単に鉄道を整備して、その持続的

な運営が可能かという視点ももちろん大事ですけれども、それ以外に、おっし

ゃるようにまず那覇と名護を１時間で結ぶ。そのことによって県土の均衡ある

発展が図れる。そこをまず目的としております。その他、利便性の向上、交通

渋滞の緩和、もろもろありますけれども、そういう大きな視点で事業に取り組

む。ただし、いわゆる国の事業実施の前提には、ビー・バイ・シーの観点から

かかる費用よりも便益のほうが上回るということが大前提になります。これは

まさしく鉄道事業の採算性だけではなくて、鉄道が敷設されることによって周

りの交通環境がどのように、社会的な便益がどのように高まるかという視点で

も算定いたしますので、その鉄道に係る部分については大きな視点で、このビ

ー・バイ・シーの中でその要素が反映されているということでございます。そ
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れから、ヨーロッパの各国では移動権が保障されていて無料ということもあり

ましたけれども、一方で、一部かかる税負担もあるというのも聞いております。

そのあたりのバランスの取り方が日本と欧州ではちょっと違うという観点もあ

りますが、他県では新幹線の恩恵を受けている。ただし、沖縄の場合は新幹線

どころか鉄道の整備もされていない。戦災後の復興に当たって鉄道が整備され

て、交通網が充実されてきた本土と比べて、沖縄は基地がない部分に規制地が

あって、道路網でしか整備されなかったという部分もありますので、地域振興

を図るという観点からも、新幹線鉄道整備法並みの上下分離方式による負担、

その整備の在り方を国に求めていきたいというふうに考えています。

○渡久地修委員 僕はそういったところをしっかりと柱に据えないと、とにか

くビー・バイ・シーだけの議論になってくると駄目なので、もっと沖縄の今後

50年、100年後の発展、戦後の戦後復興が、鉄道が破壊されてこれが再建され

なかった問題とか含めて、やっぱり大きな視点でこの問題を捉えてやるという

こと、そしてこれは政治の力というのも大きいから、やっぱり国会議員、そし

て県議会、この辺は自民党の委員長がいるから、彼らの責任は大きいから、ぜ

ひやっぱりそういうのも総合的にこれはみんなでやっていくということが大事

だということを言っておきます。

あと、この153号と次205号、これは13ページ。先ほども議論があったけど、

今この皆さんのところに、県では、鉄軌道とフィーダー交通が連携する利便性

の高いネットワーク構築に向けて様々な検討をやっていると。市町村との中で

もやっていくというふうに書いているけどさ、鉄軌道をバンと、イメージ的に

真ん中に走るよね。で、各フィーダーがあるよね。このフィーダーとの関係を、

僕は同時にしっかりと進めていかなければならないと思う。同時に、今逆に那

覇市はこっちよりさらに進んでいる。これは今度の那覇市の市民の友だけど、

全部配られたんだけど、路面電車、もう具体的に進んでいるわけよ。これ皆さ

ん知っていますか。

○金城康司交通政策課長 那覇市の公共交通関係の会議がありまして、これは

私も構成員として参加しております。その中で今那覇市が構想をつくろうとし

ているんですけれども、この構想の中の一つでＬＲＴの導入ということについ

て掲げようというふうなお話は聞いております。

○渡久地修委員 それで先ほども質問があったけど、那覇市はもう既に27年か

29年度で調査をして、計画もつくった。もうバス事業者との調整が一番大事だ
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ということで、今年度バス事業者と調整しているらしい。一番困難なのはバス

とのあれらしい、編成でね。これも進めていると。来年度、調査費を計上して

やりたいということで、結構夢のある話になって、新都心から真和志に行って、

真和志から国場、あの辺までつなぐ。それから真和志から旭橋とかということ

で、結構路線もやられて、もう調査に入るわけさ。だからここをしっかり、も

う図面も書かれているんだけどね。僕はこれはさっきあったように県もできれ

ば、まあ県が参加できるかどうかは別だけど、例えば県議会でも我々も言って

きたけど、那覇から与那原というのをやったらどうかというのは比嘉瑞己議員、

毎回取り上げてやっていたよね。路面電車やったらどうですかとかいうのがあ

ったわけよ。だから、この那覇市の構想と与那原までの構想とか、あるいは糸

満までの路面電車の構想とか、あるいは浦添の構想もあるかもしれないよね。

その辺も那覇市なんかで始まっているわけよ。だからいろんな市町村で始まっ

ているかもしれない。それに県の鉄軌道とフィーダー交通のものがしっかりか

み合っているかどうかよ。その辺はどんなですか。

○寺本美幸交通政策課公共交通推進室長 お答えいたします。

那覇市が今、ＬＲＴの整備計画策定に向けて取り組んでいることは承知して

おります。那覇市さんのほうでは、そのＬＲＴの整備計画を検討するに当たり

まして、やはり広域的な観点からも検討する必要があるだろうということで、

今現在、南部広域のほうにおきまして、与那原町さん等々を含めた南部広域全

体として、南部一帯の交通の在り方について今年度から検討を進めていくとい

うふうに聞いております。その中で、南部の在り方が一定程度方向性が確認さ

れれば、その後に我々も一緒になって、どういった形でそれを具体化していく

かということを一緒に鉄軌道のフィーダー交通として、検討を進めていくこと

としております。

○渡久地修委員 那覇市に聞いたら、例えば与那原とかいろんな広域でやると。

そうなってくるとまたかなり時間もかかるから、那覇市で進められるものは進

めたほうがいいんじゃないのと。そして後から加わったらそこもつなげられる

ように、まず進めるところは進めたほうがいいんじゃないかとかという議論も

あるみたい。いずれにしても、那覇市のこの構想を見ると、与那原までのもの

も念頭には置いているわけよ。浦添も念頭に置いている。いろんなものも念頭

に置いているけれども、もう既にこういった構想が、フィーダーのやつが始ま

っているわけよ。だからある意味では、県がまだ追いついていないということ

になるのかな。これが先行でも僕はいいと思う。これが先行でもいいと思うし、
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だからこれに合わせて鉄軌道もしっかりと据えていくということで、僕は県も

しっかりどんな絡み方がこれにできるかどうかはあったとしてもね、県もこの

問題はしっかりとつかんで、あるいはこれに県も何らかの形で参加するのかと

いうことで、どんどん進めるのは進めていったほうがいいんじゃないかと思う

んだけどね。僕はこっちに１回那覇市の担当も呼んでどんな構想かというのも

聞きたいぐらいなんだけど、これは後でこっちで相談することなんだけど、そ

の辺どんなですか。県も絡んで、やっぱりこれをやると鉄軌道もどんどん逆に

促進されるんじゃないかね。部長、どんなね。

○寺本美幸交通政策課公共交通推進室長 お答えいたします。

委員がおっしゃるとおり那覇市が今取組を進めていますので、そこをしっか

り先行して、できるものはしっかりやっていただくということは当然重要だと

思っています。那覇市さんが今、交通の総合戦略のほうを策定に向けて取り組

んでいます。その中には県の交通政策課長も入って、一緒に助言をしながら検

討を進めていくということになっています。またあわせて、来年度から那覇市

さんのほうではＬＲＴの整備計画をつくっていくということになっておりまし

て、その関係で今バス事業者と調整を進めているところでございます。那覇市

さんはその中でやはり広域的な議論も必要ということで、今南部広域の中でし

っかり議論を進めていますので、まずそこの考え方が整理された時点で我々も

入っていって、共にできるところから我々もやっていきたいと思っていますの

で、その中でしっかり市町村と連携して議論を進めていきたいというふうに考

えております。

○渡久地修委員 もう締めますけど、次年度、この整備計画の策定に向けて調

査をやると。その際、今国と調整して事業費も来年度要求しているらしいんだ

けど、その際には県の協力も必要だと言っているわけよね、国との関係でね。

これはしっかりやってくださいね。そして、令和４年度から６年度に事業化に

向けて取り組むと言っている。取り組みたいということなのよ、４年から６年

度。だから、テンポは結構早いわけさ。だからある意味では、これが進むと大

体目に見えてイメージも分かりやすくなって、そこに県の鉄軌道もしっかり据

えるということになっていくともっと進むと思うんだよね。だからその辺は僕

はぜひ、南部広域がどうのこうのじゃなくて、県はどの程度絡めるのか、どう

いう参加の仕方があるのか、あるいは今は見守っておくのがあれなのか、その

辺を含めてしっかり那覇市とも連携してこれも進めていってほしいと思うんで

すけど、その辺どうですか。
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○金城康司交通政策課長 地域の公共交通の在り方、那覇市のＬＲＴもそうな

んですけれども、最終的に今県のほうはフィーダー交通の充実ということで、

北、中、南部で会議を開いていまして意見交換を行っているんですけれども、

南部は南部で那覇も交えてそういった意見交換を行っておりますが、まだ南部

の広域圏の話合いの中で、具体的に那覇市のＬＲＴ導入についてというのはま

だ議論しているという話は私ども聞いておりませんので、今後、那覇市、それ

から南部広域圏事務組合とまた意見交換していきたいと考えております。

○渡久地修委員 この問題、いずれにしても積極的に、これいいことだから、

鉄軌道のあれにもとてもいい影響を与えると思うので、ぜひこれはやってくだ

さい。

それと113号、６ページ、いわゆる公共交通のコロナ対策なんだけど、ここ

で言っているモノレール、路線バス、タクシーのコロナ対策、具体的に今どん

なことをやられているかというのは御存じですか。

○金城康司交通政策課長 お答えします。

まず公共交通、今お話のあったモノレールですとかバスの感染防止対策なん

ですけれども、まずバスの前面にマスクをしましょうとか、手洗いをしましょ

うとかですね。バスの中でもきちんとマスクをしましょうという広報に努める

とともに、それから、バスが例えば営業所到着後は、きちんと手すりですとか

手指とかを消毒するというふうな感染防止対策を取っております。

○渡久地修委員 モノレールは。

○奥間正博都市計画・モノレール課室長 沖縄都市モノレール株式会社におい

ては、国土交通省鉄道局の協力を得て、鉄軌道事業における新型コロナウイル

ス感染症対策ガイドラインに基づき実施しております。具体的な内容としまし

ては、利用者に関する対策として、密閉対策としまして換気の励行、密集対策

としまして混雑の緩和ということでテレワークの呼びかけ、密接対策としまし

てマスク着用の呼びかけや、駅の構内において、窓口においてビニールカーテ

ンの設置、あとは消毒等を実施しております。

以上です。

○渡久地修委員 コロナで今県も呼びかけているけど、３蜜を避けるとかいろ
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いろ言っているけど、マスクは当然あれよね。あとここにもあるけど、アルコ

ール消毒とかというのはいろんなところで公共施設とかは置いているけど、モ

ノレールとバスというのは乗り降りの際に消毒というのはされているんです

か。

○金城康司交通政策課長 ちょっと企画部のほうではバスしか答えられないん

ですけれども、バスにおいては、全部のバスではないんですけれども、路線に

よってはアルコールを置いて消毒を徹底しているというふうに聞いておりま

す。

○奥間正博都市計画・モノレール課室長 モノレールにおきましては、駅の改

札付近に消毒液を設置して、どなたでも使えるような形で設置しております。

○渡久地修委員 あと、県としてコロナ対策でモノレールとバス、タクシーに

―これには支援していくとあるんだけど、感染予防策の定着を支援していくと

いうのがあるんだけど、県は具体的にどんな支援をしているのか。

○金城康司交通政策課長 県としましては、公共交通機関における感染防止対

策の定着を図るために、６月補正予算でバス、タクシー、それから離島船舶、

離島航路において感染防止対策の奨励金を支給したところでございます。

○渡久地修委員 奨励金で具体的に何やっているんですかね。

○金城康司交通政策課長 奨励金ですので、補助金と違いますので、具体的な

使途は定めていないのですが、各事業者において感染防止対策に関わる、例え

ばマスクの購入ですとか消毒液の購入、それからバスによっては運転手横にビ

ニールシートをつけているバスもありますので、そういった感染防止対策に使

われているというふうに考えております。

○渡久地修委員 ぜひみんなバス、モノレール、一番密になるといって、とて

も不安になっている人いっぱいいるわけよね。一度非常事態宣言とかやったと

きには、もうモノレール出勤やめた、バス出勤やめたという人も結構いたわけ

よ。これがまた元に戻ってきているという点で、とても不安がっている人たち

がいる。だから、モノレールは確かに駅の中に置いているはず。しかし、改札

を通る人みんなやるということにはなっていないはず。バスは先ほどあると言
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うけど、僕が聞いた範囲ではないというのがある。あるところもあるかもしら

んけれども。だから、できればモノレールであれば改札、バスであれば乗ると

きにこの消毒をね、いちいち押したらあれだから、最近自動のがあるよね。自

動のものがつけられないかとか、それについて県が幾らか助成するとかね。そ

ういったものとかというのは、僕は積極的にやったほうが一番不安解消になる

んじゃないかなと思うんですよ。モノレールの件も言っていたけど、モノレー

ルはお客様各位といって、感染防止対策というチラシを出しているわけよ。そ

こでは手指消毒液の設置とか、定期的な改札機、手すり等の消毒とか、いろん

なものを全従業員にマスク、検温を徹底していますとかってあるけどね。県と

してやっぱりもっと消毒、あるいは定期的な手すりとかの消毒というのも、ど

れぐらいやっているかというのをしっかりとチェックをして、毎回来るたびに

やっているのか、１日１回なのかどうなのかというのはしっかりとチェックを

して、やっぱり安心できるように僕はやったほうがいいと思うんだけど、その

辺はいかがですか、モノレールとバス。

○金城康司交通政策課長 バスについては、今委員おっしゃったようなことに

ついて、やっぱり感染防止対策の徹底という観点から再度バス事業者と意見交

換してまいりたいと考えております。

○奥間正博都市計画・モノレール課室長 モノレールにおきましては、一応車

両は週に１回、また駅においては毎日、先ほど委員がおっしゃったとおり券売

機、改札、また手すり等は消毒していると聞いております。

○渡久地修委員 バスとモノレールいずれにしても、一昨日かな、知事が呼び

かけをして、政府も28日からＧｏＴｏが一旦停止するよね、全国的に。そうい

う意味でやっぱり県民、国民の意識も高めないといけないので、やっぱりバス

に乗るときに消毒液が全部ある、モノレールも改札口を通るときにみんなで消

毒するとなると、意識も全然違ってくるわけよ。だからここはしっかりとやれ

るようにしてほしいと思います。その際に、やっぱりあれだけの数となると金

額も結構なると思うので、その辺の助成が可能なのかも含めて検討していただ

きたいと。そして、定期的な拭き取りの消毒なんかも含めて、それはしっかり

とチェックしていただきたいと思います。

最後になりますけど、モノレールは多分閉まっているから大丈夫と思うんだ

けど、バスの運転手さんよ。運転手さんで不安を抱えている人いっぱいいると

いうんだよね、運転手１人だから。相当の人が乗ったり―だから、さっきビニ
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ールの話があったけれども、お金のやり取りをやるところもある。だから陳情

には非接触型のあれでやってくださいというのも、しっかり皆さん運転手さん

からも意見を聞いて、何が不安なのか。陳情者は運転手の後ろと左側は座らな

いようにしてくださいとか、この人言っているみたいだけど、そういったもの

も含めて運転手さんの要望も聞いて、やっぱり不安解消のためにやるというの

はとても大事だと思うんだけど、みんな不安の中で仕事をしているというのは

あまり大変だから、その辺どんなですか、聞いてほしいんだけど。

○金城康司交通政策課長 この感染防止対策に関する運転手の不安とかという

のは、以前バス協会の会長さんともお話しさせていただいたんですけれども、

やはりそういった不安というのはあるということで、そういった場合について、

例えばビニールシートをつけたりとか、運転手横、後ろの席を空けたりという

ふうな手法を取って、感染防止に努めているという話は聞いております。

○渡久地修委員 ぜひ消毒液の設置、定期的な消毒、拭き取り消毒もさらに増

やすとか、県がしっかり掌握をするということで、特に消毒液、これは乗り降

りするときにしっかりと、できれば全車両にね。あるいは、モノレールであれ

ば改札口にしっかりと全員がやれるようにするというような、駅の中には置い

ているはず。ところが通る人はみんなそこまで行かないはずだから、改札口に

置いたりすると全員やるということになるから、その辺も含めてぜひ進めてい

ただきたいと。終わります。

○中川京貴委員長 ほかに質疑はありませんか。

呉屋宏委員。

○呉屋宏委員 じゃ、もう本当に短時間で終わりますから。今の議論をずっと

聞いていたんだけれども、具体的に153号の２、これについて少し話をさせて

いただきたいなと思うんですけど、部長、名護－那覇間の１時間だとかという

話をしているんだけども、僕はどうもね、これは平成16年だったか、私はこの

鉄軌道について随分執着してやってきたんだけれども、北海道から鹿児島まで

鉄道があるけど沖縄はないからとか、そんな状況で鉄軌道を入れるのかな。名

護と那覇を１時間で結ぶために鉄軌道を入れるのかな。全体的な沖縄の１年半

後に振興計画が新しくなる、しなければいけないという中心は何なのかなとい

うのが僕はよく見えないんだけど、今のやり取りを聞いていて。どうなんです

か。10年後、11年後にはこうなっているという部分が部長の頭の中にはあるの。
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そこをちょっと聞きたいんだけど。

○宮城力企画部長 鉄軌道の整備には、整備だけで10年かかると言われていて、

その前の環境影響評価等も含めるとさらに期間を要すると思われます。そのた

めには、まずは制度を導入する。新たな仕組みをつくる。そうするとまたスケ

ジュールが見えてくるというところがございます。11年後に多分鉄道は開通、

開業していないはずですけれども、でき得る限り早く整備できるような制度を

ぜひ創設していきたいという心構えでございます。

○呉屋宏委員 何が言いたいかといいますと、鉄軌道というのは、人口の分散

化も恐らく頭の中にはあるんだと思うんだけど、経済圏を恐らく名護まで広げ

るんだという部分はあると思うんだけれども、実際にこれまでの５次振計の中

でそういうことをずっと挙げてきたんだけれども結局できなかった。僕は単体

でやる鉄軌道というのが―僕は軌道系は賛成ですよ。これは鉄でいいのかなと

いうのはずっと考えていて、もう思い切りバス軌道に方向転換したらどうかと。

つまり医療系、救急病院と軌道系をどう結ぶかとか、消防が一元化したときに

全島にどこにでも行けるんだというようなものを一緒にこの軌道系でやるんだ

ということであれば、広範囲な導入ができると思う。鉄道って、鉄道の上から

救急車は通らないわけだから、軌道系で、バス軌道であればそのままタイヤで

行けるわけだからさ。そこからそのまま中部病院に結ぶ、北部に結ぶ、南部に

結ぶということであれば、救急車でどこにでも入っていけるんだよ。それは軌

道系だから当然、例えば消防と救急車と人を運ぶバスぐらいしかないと。２連

結にしたバスが軌道系と何が違うのかと考えたときに、それは軌道系だからそ

こから外れることはない。ほかから入ってくることもない。しかし、救急車だ

とかそういうものは入っていけるということを考えたときに、我々沖縄県とい

うのはただ人を運ぶということだけではなくて、広域にもっと使える範囲を広

げるべきではないのか。だって、ここから鉄道を引いたからといって鹿児島に

行けるわけがないんだから。ということは、県内でどうやってほかのものと合

算すればいいのかなということは、僕はもう少し考えるべきなんじゃないのか

なということを考えていたんですね、ずっと。

それと、振興策をやるわけだから、なぜ沖縄振興計画がなければいけないの

か。子供の貧困はどうやって片づけるのか。鉄道とどう結びつけるのかとか、

ＬＲＴとどう病院を結びつけるかとか、そういうものが複合的に絡まって初め

て振興策じゃないのかなという感じがするんだけど、どうも今各論ばかりが走

っているような感じがするんです。総論があまり見えない、この振興計画の中



- 44 -
R2.12.16

新沖縄振興・公共交通ネットワーク特別委員会記録

に。僕は今日はもう質問しないでおこうと思っていたんだけど、聞いていてち

ょっと違うなと思ってですね。どうなんですか、そこらあたりは。

○宮城力企画部長 子供の貧困であれば、子供のステージ、成長していくステ

ージに応じたサポートが必要になるでしょうし、親御さんの就労支援という側

面もあるかと思います。加えて雇用の質の問題も出てくると思います。こうい

う総合的な取組をしているつもりでございます。鉄軌道を整備することによっ

て、その周辺地域の活性化も図れますし、県の構造も全然変わってくると思い

ます。総合的な取組として、今沖縄振興計画を策定して、今後も新たな計画を

策定するつもりではございます。委員おっしゃった救急車等々のお話であれば、

道路網の整備ということにつながるかと思います。もちろん道路ネットワーク

の充実も必要だというふうに考えておりますけれども、鉄軌道の高速性、定時

制はもちろんなんですけれども、大量輸送という側面がですね、人の移動をス

ムーズにさせるという意味にあってすごい優位性は高いものというふうに認識

しているところでございます。

○呉屋宏委員 それは僕はイメージからいえば、新橋から出ているゆりかもめ

なんかも話じゃないわけじゃない。だからバスだって２連結、３連結はできる

んですよ。何も鉄じゃなくてもできる。だけど、僕が何を言いたいかというと、

僕はずっと福祉関係だとか医療関係、教育関係も結構見てきたんだけれども、

今の貧困家庭も含めてそうなんだけど、今九州全体で福岡よりも集合住宅に住

んでいる人たちが一番多いのはこの沖縄県なんですよ。そこは集合住宅から来

る表に出てこない虐待、ＤＶの問題、そういうのはありますよ。例えば沖縄県

というのは集合住宅率は53％ぐらい。だけど、九州各県は30％行かないんだよ。

26％とか28％なんだよ、集合住宅率がだよ。だから、それは鉄軌道を入れるこ

とによって、一戸建ての住宅が宜野座だとか金武だとか、そこからでも通える

ということは話は分かる。そういう形で集落、地域性、そこをしっかりとまと

めていくんだと。今はどうも都会に住んでいる人たちが隣に誰がいるかも分か

らないような状況だけれども、一戸建てというものをもう少し広げていくんだ

ということであれば、子供たちが落ち着いたり、地域との関連性が出てきたり、

ＤＶが起こりにくい社会をつくるとか、そういうようなものに結んでいってほ

しいんだよね。だけど、それが見えない、今のこの鉄軌道の中には。だから、

ここをどうするのかというのは、やっぱり地方と、名護と宜野座と金武と恩納

とどういうふうにつくっていくのかというところは、政策が連携していないと

いけないと思うんだよ。ところが今、鉄道だけが先に走ってしまっている。そ
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ういうことで本当にいいのかなというのを感じていますし、どうもこの那覇へ

の一極集中、これは振興策がつくってきた部分じゃないのかなと思っているん

です。だからもっと地域に、中部は何をしてほしいのか、北部は何をしてほし

いのか、那覇、南部は何をしてほしいのかという部分が、どういうまちづくり、

どういう沖縄県づくりをやるのかというのが見えづらい。そういう感じがして

なりません。僕は意見だけ言って終わります。

以上です。

○中川京貴委員長 ほかに質疑はありませんか。

比嘉京子委員。

○比嘉京子委員 お疲れさまです。まず２ページの54号の５、それから関連し

て10ページの188号の５の関連で、離島の航空路について質問したいと思いま

す。特に粟国は少し事故がスタートラインにあったということでちょっと違う

ので、石垣－波照間間について少し特化して質問をしたいんですけれども、ま

ず５ページの処理概要のところですけれども、９ですね。そこからまず質問し

たいんですが、第一航空さんが意向を示しているということがありますけれど

も、第一航空で決めていて、そこと意見をすり合わせているという理解で、そ

こはもう決まっているんだと。その航空会社が担うんだということでよろしい

でしょうか。

○大嶺寛交通政策課副参事 現在、第一航空のほうで就航したいという意向を

示されておりますので、今その粟国が先行しているところがございますが、多

良間、波照間の路線につきましても、就航するに当たってどのような課題があ

るのかというのを、国と連携して整理させていただいているところで、就航に

向けて一緒に取り組んでいるところでございます。

○比嘉京子委員 このタイムスケジュールを少しお聞きしたいんですけれど

も、今課題の解決に向けて同社と整理を行っているところというふうに処理に

書いてあるんですけれども、その中身について教えていただければと思います。

○大嶺寛交通政策課副参事 今、第一航空のほうで多良間、波照間就航するま

でには、例えば国に対して運送事業の許可の手続とか、運賃の届出とか、その

運航規程であったり、整備規程であったり、そういうふうなものも出てきます

し、運航拠点の確保、あとはパイロットの訓練。あとは波照間空港の場合です
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と、例えば今の気象観測がどのようになっているかというふうなものの整理と

か、そういうふうなところの課題がありますので、そういったのを今一緒にな

って整理しているところでございます。

○比嘉京子委員 スケジュール感がなかなか見えないのでお聞きしているんで

すけれども、その課題解決に向けてどれぐらいの時間的な必要性があって、い

つ頃を目安にその解決ができそうですか。

○大嶺寛交通政策課副参事 実際、粟国路線については既に就航していたとい

う実績があって、そこがちょっと先行しているんですけれども、今その辺も含

めて同時に進めているところもあって、再開の時期というのは具体的にスケジ

ュールを今申し上げるのはなかなか難しいところではありますが、できるだけ

早く就航するようにということで調整させていただいているところです。

○比嘉京子委員 第一航空ではなかったかもしれませんが、なかったと覚えて

いるんですが、かつて石垣－波照間間は就航していたわけですよね。そこで就

航が止まった経緯というのがあるはずなんですよ。ですから今、一からの調査

ではないのではないかと私は思いますが、例えば今気象のお話もされるので、

かつての就航のときの参考になる資料、またはなぜ就航が中断されたのかとい

う経緯も含めて、私はたくさんの参考があるのではないかと思うんですが、一

からやるという今スタイルをちょっと感じているんですが、かつての就航時の

経過、または経験というのは生かされているんでしょうか。

○大嶺寛交通政策課副参事 かつて波照間－石垣間を飛んでいた航空会社につ

きましては、琉球エアコミューターさんのほうで飛んでいたという経緯がござ

いますが、会社が違うということもあって、当時飛んでいたノウハウとか、そ

ういうふうなのが機種、機材の大きさも違うということですので、そういうふ

うなこともございまして、飛行機が違えば運航規程とか整備規程とか、全て異

なってまいりますので、そういったものも含めて一から、最初からのスタート

というような状況になってございます。

○比嘉京子委員 かつての琉球エアコミューターは何人乗りで、今の機種は何

人乗りなんでしょうか。

○大嶺寛交通政策課副参事 琉球エアコミューターさんが運航していたのは、
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通称アイランダーと呼ばれている９人乗りの小型の飛行機でして、今現在、第

一航空のほうで所有している機材については、19人乗りの通称ツインオッター

と呼ばれている機材になっております。

○比嘉京子委員 機種が違うのでということは理解をいたしますけれども、何

分にもやっぱりライフラインなんですよね。私がずっと思っているのは、波照

間－石垣間というもののいわゆる海路ですね。海路の時間帯と、それからそこ

の海流の激しさというのは、どれだけ県として認識されているんだろうかと。

それぐらい、少しでも海が荒れているときには通れないし、しかもそこの海流

は非常に激しいと。ですから、お年寄りで骨折する者もいるというぐらいの航

路なんですよね、かつては。ですから、時間だけの問題ではなくて、病人、高

齢者、それから妊婦、様々な方々が海路を頼りにしているわけですよ。そのこ

との負担を考えると、私は離島の定住条件というのはなかなか厳しい現状にあ

るのではないかと思うんですね。だから非常に悠長な感じがして、どうも動き

があまりにもなかなか中身が見えないのでちょっと厳しい言い方をしているわ

けですけれども、どこまで気持ち的な急ぎがあるのかなというのが１つと、そ

れから今19人乗りということで、９人乗りとどういう点で手間がかかっている

のか、そこをもう少し教えてください。

○大嶺寛交通政策課副参事 今、この手間の件ですけれども、９名乗り、19名

乗りに限らず、飛行機におきましてはその機材ごとに全てパイロットの免許が

異なっておりまして、ですので、飛行機が異なるとなると一からのスタートに

なるというふうなところで違いがございます。運航の時期につきましては、や

っぱり地元にとってですね、生活、その産業も含めて重要だと認識しておりま

すので、できるだけ早期に再開に向けて取り組んでいきたいと考えております。

○比嘉京子委員 めどとしていつ頃に就航スタートさせたいというお考えは、

部長、おありでしょうか。

○宮城力企画部長 先ほど来申し上げているように、粟国にあっては事業計画

が今提出されていて、あと運航開始までの必要な手続等々を整備することにな

っています。まず安全性を担保するという点が大事です。波照間、それから多

良間路線については、まだ課題の整理をするという段階ですので、もうしばら

く時間がかかると考えておりますけれども、先ほどおっしゃったように高齢者

の皆様とか、妊婦の皆様とか、非常に不自由を来しているというお話がござい
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ますので、その点を踏まえた上で第一航空株式会社とも協議を続けていきたい

と思います。

○比嘉京子委員 最後ですけれど、９名乗りで採算性が合わないというたしか

撤退だったと思うんですよ。19人乗りで採算性が合うのかというと、合わない

んだろうと思うんですよ。しかし、機材を購入するときに公的なお金が入って

いるわけですよ。ですから、恒久財産的な、それから公共性という、足という

意味でですね、空路という意味で、私はやっぱり一企業の所有ではなく、沖縄

県の足として購入をしていただいて運航してもらうわけですよね。ですから、

２ページにあるように、まず交通コストの負担軽減を図るために、空路として

は新幹線並みだという料金設定からすると、満席になってもあの９名乗りは採

算は取れなかったはずなんです、毎日が満席でも。それは当初から分かってい

て、やっていて途中で退散するというのはいかがなものかなと私は思っており

ます。ですから、そのような経緯にならないように、今運航費であるとか、機

器の購入を含めてですけれども、様々な支援体制をやった上で、９名から19名

になったということで早々の退散にならないように、しっかりと公共財として

の認識とすり合わせと、そしてその足の確保、そこら辺の意識をかなり私は埋

める必要があるのではないかと思っているんですが、いかがでしょうか、部長。

○宮城力企画部長 19人乗りの飛行機にあっては、粟国を飛んで、加えて波照

間も多良間も回るというローテーションで活用するという前提で２機を購入し

て、それに対して支援を行ったというところでございます。航空機の安定的な

運航が可能となるように、協議会を通してではあるんですけれども、協議した

上で一定割合支援するという仕組みもあって、以前、波照間は県単の補助の対

象になっておりましたので、その観点も踏まえた上でまた検討していきたいと

いうふうに考えております。

○比嘉京子委員 できるだけ時期を明確にできるように、よろしくお願いした

いと思います。

○中川京貴委員長 ほかに質疑はありませんか。

上原章委員。

○上原章委員 短めに終わります。２ページの第54号の５、離島住民の交通コ

スト負担軽減。今、処理方針では令和４年度以降も安定かつ継続的に実施して
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いきたいと。今回の新振興計画の中間報告にぜひこれも入っていればなと思っ

たんですけど、県としては振興計画の中でもしっかりこれは引き続きやるとい

うことで受け止めていいんでしょうか。

○金城康司交通政策課長 新しい振計の中の、新しい制度提言の中で、今の離

島住民のコスト負担軽減事業に代わるような制度を今、中間報告の中に盛り込

んでいるところでございます。

○上原章委員 飛行機、あと船、これまでの割引が後退するということはない

ということでよろしいんですか。

○金城康司交通政策課長 このコスト負担軽減事業自体、もともとは飛行機に

ついては新幹線並み、それから船についてはＪＲ在来線並みというふうなこと

で設定しておりますので、今後も同じような考えを引き継いでいきたいと考え

ております。

○上原章委員 よろしくお願いします。各地域から非常に次期振計にこれがし

っかり担保されるかというような問合せも結構ありますので、よろしくお願い

したいと。

もう一点、高速道路、これはちょっと陳情とは違うんですけれども、今の沖

縄道特別割引、これも来年３月末で終わると。毎回２年とか更新しているんで

すけれども、今後これは沖縄県民にとっては非常に重要な制度だと思うんです

けど、これの見通しはどうなっていますかね。

○金城康司交通政策課長 まさしく沖縄自動車道の割引制度というのは、県民

のみならず、観光ということで北部を利用する方々にとって非常に大事なもの、

あと北部地域にとっても発展を支える上で非常に大事なものということで、昨

年、来年３月に期限が切れるわけなんですが、県のほうからも知事が国土交通

省へ要望するとともに、９月には宮城部長のほうがＮＥＸＣＯ西日本のほうに

要請しに行っております。それから、11月には経済界のほうが国のほうにも要

請しております。今後とも引き続き、来年４月以降も同制度が継続できるよう

に要請してまいりたいと考えております。

○上原章委員 前回、結構ぎりぎりまで本当にこれができるのか、相当、経済

界もそうですけれども、知事がなかなか今の政府に対して、最終的な結論が私



- 50 -
R2.12.16

新沖縄振興・公共交通ネットワーク特別委員会記録

の記憶ではぎりぎりだったのを覚えているんですけどね。ぜひ早め早めの形で、

国としっかりした、まあ今の西日本のところとしっかりやってほしいなと思い

ます。

最後に７ページの鉄軌道に関してなんですけれども、私も再三議会で取り上

げていますけど、先ほどの費用対効果、あと皆さん中間報告で公設民営型上下

分離方式ということで、県は県のそういった鉄軌道の実現に向けてこれまで相

当積み上げてきた内容、ここと国との違いがどうしてもすり合わせが今日まで

できていないというのを我々非常に見て感じるんですけど、中間報告、あと１年

ちょっとで新振計がスタートする中で、この２つの違いというか、国と県の―

先ほど１を超えるという専門家会議で、これはあくまでも沖縄県の立場の１を

超えるという一方で、国は超えていないという、この認識の違い。それから、

この上下分離方式、これも国はなかなかそれに対しての評価も厳しいというふ

うに受け止めていますけど、この違いは新振計の中ではしっかりすり合わせが

できるということでよろしいんですか。

○寺本美幸交通政策課公共交通推進室長 お答えいたします。

国とビー・バイ・シーにつきましては設定している観光客数だったり、また

便益につきましては、県のほうにおきましては貨物車に係ります道路の時間短

縮便益を見込んでいるということ、またその道路の時間短縮便益を見込む際に

ピーク時を考慮しているということで、国の調査と少し違うような手法を活用

させていただいております。ただ、これも我々としましてはしっかり専門家の

意見を聞きながら、やはり合理的な手法であるというような評価もいただいて

おりますので、こういった結果を基に国としっかりと議論を進めていきたいと

考えております。また特例制度、先ほど渡久地委員からもございましたけど、

沖縄の歴史的背景もそうですが、また沖縄の今後の発展、北部を含めた地域振

興、経済振興を含めたときに、様々な効果が期待できるということもしっかり

国のほうにお伝えしながら、沖縄の発展のためにこういったシステムを入れつ

つ、またフィーダー交通も充実させながら沖縄の交通をしっかり変えていくと

いうようなことを国と議論しながら、しっかり次に進めるような形で取り組ん

でまいりたいと考えております。

○上原章委員 ですからそれは分かるんですけど、国と実際その乖離部分を埋

めることは、もう見通しはできているということでいいんですか。

○寺本美幸交通政策課公共交通推進室長 お答えいたします。
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国とはこういった我々のこれまでやってきた結果、また国がこれまで調査し

た結果を含めた具体的な議論は、制度提言、今回中間報告しましたけれども、

これについて今後国と議論する中で、こういったものも併せて議論をお互いで

やっていきましょうということになっていますので、その中で我々がやってき

た成果も含めつつ、しっかり説明をしながら調整をしていきたいと思っており

ます。

○上原章委員 最後に部長、今の上下分離方式、これ皆さん中間報告で明記し

ているわけですけど、これは内閣府と間違いなくこの方向性で行けるというこ

とで我々は受け止めていいんでしょうか。

○宮城力企画部長 内閣府のビー・バイ・シーとの算定にあっては、上下一体

方式で今既存のスキームの中での試算になっているところ、沖縄にあってはい

かにして持続可能な鉄道が整備できるかという視点で、新幹線の整備並みの制

度が必要だという認識です。先ほど室長からもあったように、国は県の考え方

を聞いて、これまでの調査結果や国の総点検の結果を踏まえて、今後の方向性

について県と判断していく考えというところでございます。ただ、我々この制

度がなかりせば鉄道整備は成り立たないという認識でおりますので、この制度

の創設は強く働きかけていきたいという考えでございます。

○上原章委員 分かりました。今の２つは、特に国との大きな違いを非常に感

じているので、これが県が求める鉄軌道の実現に大きな壁というか、バーにな

っていると思うので、ぜひしっかり、特に国とは―国も沖縄県のために何がで

きるかという方向性は一緒だと思うので、その辺しっかり協議を深めて、ぜひ

県の思いを理解してもらえるように頑張っていただきたいと思います。終わり

ます。

○中川京貴委員長 ほかに質疑はありませんか。

（「質疑なし」と呼ぶ者あり）

○中川京貴委員長 質疑なしと認めます。

以上で、知事公室、企画部、商工労働部、文化観光スポーツ部及び土木建築

部関係の陳情に対する質疑を終結いたします。

休憩いたします。
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（休憩中に説明員等の入替え）

○中川京貴委員長 再開いたします。

次に、本委員会付議事件県経済の振興発展及び鉄軌道を含む公共交通ネット

ワークの整備拡充並びにこれらに関連する諸問題の調査及び対策の樹立に係る

新たな沖縄振興のための制度提言（中間報告）についてを議題といたします。

ただいまの議題について、企画部長の説明を求めます。

宮城力企画部長。

○宮城力企画部長 去る11月10日に新たな沖縄振興のための制度提言（中間報

告）を取りまとめ、公表いたしました。本日は、そのうち、全体総括的な部分

及び企画部が所管する制度について、その概要を御説明いたします。

目次を御覧ください。

中間報告において取りまとめた制度は、再掲を除き、118制度ございます。

そのうち企画部の所管は14制度であり、目次中において、赤色のアンダーライ

ンで表示していますので、御確認ください。

続きまして、ページの右下に表示するページ番号で、９ページをお開きくだ

さい。

沖縄振興計画に基づく事業を推進する高率補助制度、一括交付金制度、沖縄

関係税制及び政策金融などの特別措置について、その根拠となる沖縄振興特別

措置法が令和４年３月末に期限を迎えます。

令和４年度以降の本県の振興を進める上で、同法を延長し、同法に基づく特

別措置を継続する必要がある一方で、沖縄を取り巻く社会経済の変化や県民ニ

ーズの多様化、技術の革新などを捉え、より効果的に事業を推進する制度とす

ることが求められています。

このため、沖縄21世紀ビジョン基本計画等の総点検の結果や新沖縄発展戦略、

沖縄らしいＳＤＧｓを踏まえた検討を行い、拡充または創設が必要な157制度、

再掲を除くと118制度、を取りまとめ公表したところです。

13ページをお開きください。

今回、取りまとめた中間報告はホームページ上で公表し、県民意見を募集す

るとともに、県内の経済団体及び市町村、並びに国の関係省庁とも幅広く意見

を交わし、国へ提言する内容の充実を図っていくこととしています。

また、現時点で掲載されていない制度についても、今後の議論等を踏まえ幅

広く検討を進めていくこととしております。
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令和３年４月にはこれらの検討結果を踏まえ、新たな沖縄振興に必要な制度

提言として取りまとめ、国へ提言してまいります。

なお、市町村長の皆様とは、11月24日から12月10日までの間、ＷＥＢ会議に

よる意見交換を行ったところです。

ソフト交付金や高率補助制度の継続の提言、貧困家庭や独り親世帯への自立

支援の継続、それから再生可能エネルギーの活用の促進など、300件近い意見

をいただいたところです。

18ページをお開きください。

以降のページは、企画部が所管する個別の制度について掲載しております。

初めに、沖縄らしいＳＤＧｓ推進特区について説明いたします。制度概要を

御覧ください。

沖縄の置かれた特殊な諸事情に起因する政策課題への対応と、ＥＳＧを意識

した企業活動のマッチングを推進し、官民が一体となった持続可能な沖縄振興

の仕組みを構築するため、特区制度を創設して税・財政上の特例措置を講じる

提言となっています。

19ページを御覧ください。

離島住民等交通コスト負担軽減制度は、現在、一括交付金を活用して対応し

ておりますが、航路・航空路の運賃の低減化による住民負担の軽減や地方路線

の維持について、安定的かつ継続的に実施するため、恒久的な制度の創設を提

言するものです。

20ページをお開きください。

離島の旅館業に係る特例措置の拡充は、離島地域において宿泊施設の立地を

促進するため、既存制度を延長するとともに、小規模な旅館等への適用を可能

とするための取得価格条件の引下げ、それから既存施設の改修を対象とする拡

充を提言するものです。

21ページを御覧ください。

小規模離島地域の情報通信基盤の強靱化推進制度は、小規模離島地域におい

て、光ファイバー等の地下埋設を推進し、情報通信基盤の強靱化を図るため、

財政特例の創設を提言するものです。

22ページをお開きください。

情報通信基盤高度化促進制度は、離島等における情報格差の是正に向けて、

５Ｇをはじめとした次世代の情報通信基盤の整備を安定的、計画的に進めるた

め、財政特例の創設を提言するものです。

23ページを御覧ください。

自治体デジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）推進体制の形成は、オン
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ラインを活用した県及び市町村による行政サービス提供体制の構築に向けた、

財政特例の拡充及び創設を提言するものです。

24ページをお開きください。

路線バス及び離島航路・航空路の安定的な運営推進制度は、ウィズコロナに

対応するとともに、住民生活に欠くことができない路線バスや離島航路・航空

路の運航について、新たな交付金制度の創設や、補助基準の要件緩和及び補助

対象経費の算定方法の見直し等を提言するものです。

25ページを御覧ください。

シームレスな乗り継ぎ環境構築制度は、公共交通の乗り継ぎ環境を整えるた

め、乗り継ぎ料金の低減や複数事業者の共同運行化等を可能とする規制緩和や、

ノンステップバスの導入を促進するなど、財政特例の創設を提言するものです。

26ページをお開きください。

沖縄鉄軌道の整備は、本県において持続的な鉄軌道の運営が可能となるよう、

公設民営型上下分離方式の適用を提言するものです。

28ページをお開きください。

イノベーションパーク特別地区は、本県において世界中のスタートアップ企

業や外国人を含めた起業家を誘致し、ＯＩＳＴを核とした国際的なイノベーシ

ョン・エコシステムを構築するため、新たに特別地区制度の創設を提言するも

のです。

30ページをお開きください。

科学技術振興基金の創設は、戦略的な研究開発の支援や、起業や事業化をサ

ポートする組織の運営支援のため、基金造成に対する財政特例を提言するもの

です。

31ページを御覧ください。

経済金融活性化特別地区は、既存制度を延長するとともに、対象業種や対象

資産の追加及び高度外国人材の受入れ等を想定した所要の拡充を提言するもの

です。

33ページをお開きください。

跡地利用推進法の延長及び改正は、跡地利用推進法の延長と同法に基づく既

存制度を延長するとともに、土壌汚染等の支障除去措置の拡充や、拠点返還地

に係る指定要件の緩和及び給付金の上限額廃止を提言するものです。

35ページをお開きください。

沖縄振興開発金融公庫の存続でございます。資料には今記載していないんで

すが、沖縄公庫については、平成24年に公布された沖縄振興特別措置法の一部

を改正する法律、この附則の中で、行政改革推進法が改正されて、その中で沖
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縄振興特別措置法に規定する平成24年度を初年度とする10か年の期間が経過し

た後、つまり令和４年度の後において、新政策金融機関に統合することが規定

されています。公庫は、令和４年度の後、新政策金融機関に統合するというこ

とが今規定されている。そこで35ページに戻りますけれども、したがいまして

公庫の存続は、沖縄における政策金融を一元的・総合的に行う同公庫の現行の

組織及びその機能を、令和４年度以降も存続させることを提言するものです。

説明は以上でございます。

○中川京貴委員長 企画部長の説明は終わりました。

これより、新たな沖縄振興のための制度提言（中間報告）についての質疑を

行います。

なお、質疑・答弁に当たっては、挙手により委員長の許可を得てから行い、

重複することがないよう簡潔にお願いいたします。

質疑はありませんか。

大浜一郎委員。

○大浜一郎委員 それではお願いします。この沖縄公庫の件ですけど、これは

令和４年、要するに振興開発計画が終われば日本公庫に統合するということが

ありますけれども、今回コロナ禍において、この公庫の迅速な対応、それと政

策にのっとった迅速なきめ細かな対応を見てみるとですね、はるかに民間より

早く手当てをしてくれたという印象が、特に離島地域では多かったと思います。

それと、この公庫がないと、特に小規模離島なんかに行くと、土地の評価とか

担保評価、民間では担保評価がつけられないようなところにでも一律の金利で

制度融資が使えると。そこで長期的にベーシックになる、投資のベースになる

資金は、公庫が手当てをしているから、その上に民間と協調融資が乗ってうま

くいっているという、これは非常に沖縄振興のためになくてはならない救護法

だと思うんですよ。そういった意味で、私も一般質問の中で、２月ですかね、

この金融公庫の必要性、大事性、重要性というものをしっかりと明記すべきだ

というお話をさせていただきました。そういった意味において、この令和４年

で沖縄だけの政府系の金融機関なんですよね。沖縄のための政策にのっとった

政策金融機関ということになりますから、これがなくなると離島地域は非常に

困るし、沖縄県全体としても大変困ると思います。これまでの融資残高とか、

特に融資残高、ちょっともう一度確認したいんですが、特にコロナ禍における

制度、緊急融資に関しての実績等々が、把握できている範囲でよろしいので、

教えてください。
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○喜舎場健太企画調整課長 沖縄公庫における新型コロナウイルス感染症関連

の融資の実績でございます。10月末現在で融資決定した数が１万1753件、１万

1000件ですね。参考までに、昨年度の同様なセーフティーネットについては99件

と、本当にこの新型コロナウイルス１万1000件ということで、大幅に融資決定

をしていただいているというところでございます。

○大浜一郎委員 特にコロナ禍において、どれぐらいの要するに手当てをした

残高があるか分かりますか。

○喜舎場健太企画調整課長 先ほど件数でございました。金額で申しますと、

2412億円の決定をしていると。新型コロナウイルス関連の融資の申込みと決定

がございますが、決定額としては2412億円でございます。

○大浜一郎委員 この額を見ても、やっぱり物すごい額を、しかも短期集中的

に手当てをしていただいたと。私の感覚からしましても、公庫から大丈夫です

かというような問いかけがあり、それで精査して、すぐに手当てをしてくれた

と。そういった事業所が多いんですよ。その後に民間が来たというようなこと

が私の印象としてはあります。これは公庫に今まで行ったことがない人たちが、

もうわらをもつかむ思いで公庫の門をたたいて、それで救われたというのが今

実情なんですよ。特に離島なんか、まさしくそれが実情。だからこれは、どん

なことがあっても統合させるべきじゃないと思います。令和４年度以降もきち

んと次の沖振計の政策に沿った政策金融機関として存続しないと、これは経済

がおかしくなりますよ、はっきり言って。この辺のところをもっと強いメッセ

ージとしてこの振興策をつくる際に位置づけないと、僕は大変なことになると

いうように思いますが、その辺どうですか。

○喜舎場健太企画調整課長 委員おっしゃるとおり、今回の新型コロナウイル

ス対応については、今融資額のほうをお伝えしたところですが、公庫について

は１月に既に相談窓口を早期に開設し、職員体制、実は休日営業ということで、

３月の下旬から５月６日までずっと休日も公庫を開けて、全職員体制で融資の

相談に当たったというような、非常に地域に密着した取組をしていただいたと

いうふうに理解しておりますので、我々としても公庫の存続については全力を

挙げて取り組んでいきたいと思っております。
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○大浜一郎委員 ですからもう一度申し上げますけど、これは本当に沖縄だけ

に、沖縄の政策に沿った政策金融機関ということの位置づけ、これを失ったら

大変なことになるということを肝に銘じて、強いメッセージを発してください。

そのメッセージを発するという思いをちょっと聞かせてほしい。

○宮城力企画部長 この公庫の存続については誰も異論がないと考えておりま

す。我々としても、公庫はこれまでの振興策を進める上で政策金融で資金を調

達する、それも低利で調達する。いわゆる車でいうと両輪だというふうに考え

ているところで、この存続について幅広く県民の皆様のお力も借りながら、令

和４年度以降も現行の組織のまま維持させていく、継続させていくという取組

を強く図っていきたいと思っております。

○大浜一郎委員 公庫が当たり前の存在過ぎて、このありがたさに非常に薄い

気持ちで取り組んではいけないと思っていたので、あえてちょっとしつこく聞

いたわけでありますけど、これはとても大事なことなので、ぜひそういった強

い意志でお願いしたいと思います。

以上です。

○中川京貴委員長 ほかに質疑はありませんか。

座波一委員。

○座波一委員 私は沖縄振興全般においての件から聞いてまいりたいと思いま

す。まず内閣府の沖縄振興審議会総合部会等々で、やはり沖縄の今後、新たな

振興計画を目前にして、やはり沖縄の産業構造、製造業があまりにも育ってい

ないという指摘があるんですよね。私たちも勉強会を何度かやってきた中で、

それを得々と説明を受けてきました。製造業の中で沖縄は、建設業を除くと

4.5％なんですよ。全国的にいうと二十何％とかですので、やっぱり平均の５分

の１ほど、これだけの開きがあるということ。だから、沖縄のこの制度提言と

かいろいろありますが、この究極の目的はやはり自立経済の確立なんですね。

自立経済の確立なしでは、そういう沖縄の本当の意味での振興策がないと。そ

のための制度提言だと思っていますから、基本的なところで、私は本会議でも

富川さんとの議論も踏まえましたが、どうしても付加価値の高い、あるいは高

付加価値の産業とか、そういうものに非常にこだわっているということなんで

すよ。だから、そういうこれまでの制度を使ってきて、付加価値の高い高付加

価値の産業をある程度は持ってきたわけですが、このペースでは本当に心配な
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んですね。この製造業には様々ある。沖縄県内で消費されるべき日用品、物を

作るとか、そういうものをするために高付加価値にあまりこだわって今やる必

要も私はないんじゃないかと。必要な物を作る、そういったものだって、今海

外に進出していっている日本企業が政情不安によってまた戻ってきたりしてい

るところもあるわけですから、そういうものへの誘致、育成などは考えていな

いんですかね。

○武村幹夫企画調整課副参事 今御指摘の製造業、どういった製造業を次の新

しい振計で取り組むかということにつきましては、大変議論をしっかりしてい

かないといけない部分だと思っております。現時点では、県といたしましては、

副知事もおっしゃる付加価値の高い産業を誘致していくという方針で製造業に

ついては考えてございます。

○座波一委員 部長は。

○宮城力企画部長 ざる経済とは何ぞやというところでいろいろ議論になった

と思うんですけれども、経済循環を高めていく取組が必要ということで、これ

については県内で産出されるものとかサービスは県内で購入、消費する。加え

て、県内で物を作るという視点もやはりあるわけです。いわゆる供給側の視点

になるかと思います。ただし、沖縄県の場合、製造業が育っていない一番の理

由としては、いわゆるコストが高い、高コスト、地理的な要因もあるかと思い

ますけれども、コスト的な部分があって、全ての製造業が競争力があるかと言

われるとなかなか難しい点がある。したがって供給側、県内で物を供給してい

こうという取組をしようとした場合、やはり何らかの優位性を持っているもの

に特化して、これを促進していく必要があるだろうというところが県としての

考えでございます。

○座波一委員 優位性という点においては、これからのアジアの展開において

は沖縄は優位性と言っています。地理的に優位性がある。しかし、今度は産業

あるいは製造業を育成する意味では不利であると。一体何がそう違うんですか。

○金城敦企画調整統括監 これまでの振興計画、１次から５次までやっている

中では、当初はそういう中城湾港のような埋立てをして、産業団地を造って部

品産業、全国にあるような産業構造を目指すというような開発を出してきまし

た。しかし、沖縄では一番地理的な不利性というのは、物流コストですね。物
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流コストがかかり過ぎるものですから、産業の誘致がうまくいかない。そうい

うところで発想を転換して、今の地理的な不利性を何とか転換させる政策とし

て、観光産業とか、あと情報通信産業というものに取り組んできました。じゃ

ほかに製造業はできないのかという話がありまして、この物流コストを超える

付加価値を持った産業ならば、その物流コストを、その不利性を超えるだけの

高付加価値、そういう産業ならば立地するんじゃないかということで誘致をし

たところ、そういう政策誘導で資金を投下して賃貸工場などをつくって誘致し

たことによって、産業が幾つか、国際物流もそうですけど、立地してきていま

す。だから今、そういうふうに５次に至る間に政策が変わってきたということ

でございます。この間、日銀の桑原支店長もおっしゃっていたんですが、沖縄

は不得意なものを頑張るんじゃなくて、得意なものをもっと頑張ったほうがい

い。そこでもっと収益を上げたほうがいいとおっしゃっていました。先ほど委

員がおっしゃった国の振興審議会の専門部会、私も一緒に出ているんですが、

そこで公庫の川上理事長もおっしゃっていたんですが、観光産業、こういうも

のを振興してきて、つまり産業を転換してきて、誘致の方向を変えてきて、も

う少しのところまで来たと。あと少しでそういうものが見えてくるところまで

来たんだけど、運悪くコロナがあって、ただその方向性は間違っていなかった

とおっしゃっていました。だから今、その全国一様にあるような産業構造を目

指すのは、ちょっと沖縄ではその地理的不利性が影響するというふうに県のほ

うでは考えております。

○座波一委員 そういう経緯というのは、ある程度理解できます。だから付加

価値の高い産業を誘致する、あるいは育成するというのを否定はしていません

が、今の現状から見て、この産業構造のいびつさは簡単に改変できるものじゃ

ない。だからいつまでも財政依存というふうな体質になってきているわけです。

民間企業も財政依存なんですね。だから、民間企業が率先して沖縄に来られる

環境、これをつくるべきだと。ほっておいても来ますよ、インフラを整備した

らね。あるいは条件をつけたら、来るなと言っても企業は来るんですよ。そう

いう魅力のあるところをまだ発信していないんじゃないかと思います。同時に、

具体的に言うと西海岸に比較して均衡発展が遅い東側の、私は本会議でも言い

ましたがサンライズ構想とか、そういうところの中で、工業用水だって問題が

あるわけです。西原までしか実際に企業は―ある意味では要望に応えた供給が

できるのは西原までです。与那原から以南、糸満にかけては水は使えないんで

すよ。そういう問題も、全然この県の大きな課題として共有認識ができていな

いということなんです。そこをどう考えていますか。私は企業局にそれを聞い
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たら、計画はありませんと。企業局は採算重視ですので、計画はありませんと。

今の状態は続くはずですと。全くそれは議論されていないと言っていました。

こんなんでそういうものが、沖縄の全般的な振興発展が本当にできるんですか

ということです。その中で付加価値の高いものといって、そうすると地域の差

別化じゃないですか。

○宮城力企画部長 工業用水道の整備状況、すみません。どこまで今整備され

ていて、どのような計画になっているかという具体は承知しておらないんです

けれども、今後の企業の集積の在り方、仕方、それから企業局としての採算性、

いろんな観点から検討がなされるものと思っております。今委員がおっしゃっ

た点については少し持ち帰って、商工、それから企業局といろいろ話を聞いて

みたいと思います。

○座波一委員 糸満の工業団地も、あるいは八重瀬も含めて、工業用水がもう

新たな供給が難しいというところまで来ています。これは西原浄水場までがあ

る意味では給水併用型の配管が径が大きい規模で来ているものですから、これ

から使えるわけですね。それ以南がもうないからという意味です。そういう意

味で、ぜひ取り組んでもらいたいと。

そしてあと１点。提言書の中に沖縄の資源の活用の部分が、沖縄海底資源等

々は入っていますかね。ちょっと全部見ていないんですけど、水溶性天然ガス

の利活用は入っていますか。

○宮城直人企画調整課副参事 お答えします。

今118の制度の中には水溶性天然ガスの制度はございませんが、せんだって

市町村長とこの制度に関する意見交換をした中では、こういったものを検討し

てくださいという意見もございました。それで、担当部局のほうでそういった

意見があったということをお伝えしているところであります。

○座波一委員 水溶性天然ガスの埋蔵量等も把握して、有望性も県は十分認識

していると思います。既に本土においては実用化されていて、その水溶性天然

ガスに含まれているヨウ素も非常に貴重であると。世界的にも貴重であるとい

うことを言われている非常に有望な資源なのに、なぜ沖縄の次の振興発展のた

めにこれを使わないのか、全く理解できませんね。しかも企業は既に西原に井

戸を３か所かな、掘っているんですね。そういう有利になるような資源は埋蔵

しているのに、そういったことに触れないで高付加価値をという、全く共有で
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きていないんじゃないですか、これ。

○宮城直人企画調整課副参事 本件については、今商工労働部のほうに意見が

あったということをお伝えしておりますので、商工労働部のほうとどういった

検討ができるかというのをやっていきたいと考えております。

○座波一委員 もう次の振興計画を語る上では、そういう総合的にいろんなも

のを加味した中で方向性を持っていかないと、ちょっとそこを非常に物足りな

く思いますね。ぜひこの資源の問題も含めて、せっかくこれは何年か前に沖縄

県は巨額を投じて調査しているんですよ。この結果、データも出ている。それ

を利活用できていない。市町村任せにしてしまっているんですよ。市町村がで

きるはずないよ。それを県が誘導して、本当の意味での自立経済に本当に有益

であるという視点を持っているはずなんだけど、どうしてできないのかなと、

いつも疑問に思っています。ぜひ部長、最後にお願いします。

○宮城力企画部長 すみません。詳細については担当部局でしか把握していな

いはずですけれども、委員おっしゃるように総合的にというお話がありました

ので、新たな振興計画の策定に当たってはいろんな取組を重層的に、複合的に

できるように努めていきたいというふうに考えます。

○中川京貴委員長 ほかに質疑はありませんか。

渡久地修委員。

○渡久地修委員 35ページ、公庫について、これはいろんな制度提言を皆さん

やっているけど、先ほど部長は車の両輪と言っていたけど、僕はこれは沖縄の

振興計画の一つの物すごい大きな柱だと思っているわけよ。これはほかの制度

と同列に扱えない、２本柱の１つ。これが欠けたら沖縄の振興計画は成り立た

ないというぐらい、とても大事な制度だと思っているわけ。そういう位置づけ

で―今日皆さんが出したのは、企画部関係ね、16の制度というのは。企画部の

制度の中の一つではないと思う。これは全体の沖縄県の今回の振興計画、それ

と同じぐらいの大きな柱、別格で位置づけないといけないと思うんだけど、ど

んなですか。

○宮城力企画部長 先ほど両輪と申し上げたのは、沖縄振興制度、それから政

策金融ということで、制度の中に公庫が入っているわけではないというところ
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です。今、国に制度として提言するに当たって、公庫だけ最初別枠で１枚紙に

していたんですけれども、なかなか議論が深まらないところもあってですね、

これも含めた上で全体を議論したいという意味で今回盛り込んだところです。

知事がたしか７月に沖縄振興の必要性についてということで、沖縄担当大臣は

じめ、関係要路に最初に説明しました。これまで沖縄振興の在り方についてと

いうトーンだったんですが、沖縄振興特別措置法の延長、拡充と継続、それか

ら跡地利用推進法の拡充、延長、加えて３点目に沖縄振興開発金融公庫の現行

の組織の維持、継続という、この３点について知事から関係要路に御説明した

ところで、まさしく大きな柱だというふうに認識しております。

○渡久地修委員 この金融公庫はこれまで何度も廃止の危機に瀕してきたわけ

よね。何度もかな。とにかく、直近は今から10年前かな。いずれにしてもこれ

がなくなるよということで、当時、もっと前にもあったと思うんだけど、僕は

那覇市議会のときに超党派で決議も意見書も上げて、超党派で上京して官邸と

か参議院、衆議院を回って、当時の綿貫議長まで会ったんだよ。参議院議長ま

で直接会って、要請もしてきたわけさ。あのときは沖縄の経済界もそろってみ

んな行ったんだよ。僕らも官邸で鉢合わせしたわけよ。だからこれはもう超党

派で、経済界もみんな一緒になって存続させないといけないぐらいのとても大

事な問題だと思う。それで、皆さん方のこのスケジュール表があるよね。これ

は県議会でも、これは議会で話し合うべきことなんだけど、沖縄振興開発金融

公庫の存続を求める意見書というのも独自に上げないといけないと思うんだけ

ど、これからすると、めどというのは今度の議会がぎりぎりなのか、あるいは

２月とか６月で間に合うのかという点では、部長の意見はどう。

○宮城力企画部長 沖振法の改正の議論は今後本格化していくことになりま

す。公庫の存続に向けての提言、どのタイミングが一番効果的かどうかですね。

このあたりはいろいろまた御相談させていただければと思います。

○渡久地修委員 ということは、今度の議会で我々が今さあ大変だということ

で上げなくても、まだもうちょっと来年ということで理解していいですか。

○宮城力企画部長 委員おっしゃるとおりです。

○渡久地修委員 それで我々は、これは部長が、はい、お願いしますという問

題じゃないから、我々議会で話し合って超党派で動いたほうがいいと僕は思う
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んだけど、みんなそう思っていると思うんだけど、皆さん方がやるべきは、県

庁は当然やるよね。それから経済界、いろんな各種団体を含めて、公庫の存続

に関しては非常に危機感を持ってみんなで取り組んでいくという、その先頭に

立ってやってほしいんだけど、どうですか。

○宮城力企画部長 おっしゃるように公庫の存続を望んでいくという声では一

致していると思いますが、その来年に迫っているという点を危機感を共有した

いというふうに考えていて、今いろんな団体に向けてもこれを発信して、共有

しているところでございます。

○渡久地修委員 ぜひこれは私たち議会で話し合いますけど、とにかく超党派、

そして経済界、そして福祉団体、みんな含めてこれはやっていかないといけな

いと思うので、そのために頑張っていきましょう。ほかにもあるけれども、こ

れで終わります。

○中川京貴委員長 ほかに質疑はありませんか。

仲村未央委員。

○仲村未央委員 同じことではありますけれども、この政策金融の統合に向け

て、これは10年前も当たり前じゃないよということでかなりあって、たまたま

あの当時の民主党政権との絡みもあって、財務省からも県民がどう思っている

のかというようなことを具体的にヒアリングもあったんですよ。だから今、大

浜さんも渡久地さんもまさにおっしゃるように、当たり前ではないという前提

も含めて、ただ本当にこのコロナ禍においてその重要性というのは非常に今回

また確認されたということもありますので、県民挙げての総動員した要請の在

り方ということについては、ぜひ旗振りを、本当に知事を先頭にやらないとい

けないというふうに強く思いましたので、そこのお願いというか、要望を申し

上げておきます。また議会のことは、今あるようにこちらで話が出ると思いま

す。

○中川京貴委員長 ほかに質疑はありませんか。

（「質疑なし」と呼ぶ者あり）

○中川京貴委員長 質疑なしと認めます。
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以上で、新たな沖縄振興のための制度提言（中間報告）についての質疑を終

結いたします。

休憩いたします。

（休憩中に執行部退席）

○中川京貴委員長 再開いたします。

諮問及び陳情に対する質疑については全て終結し、採決を残すのみとなって

おります。

休憩いたします。

（休憩中に、諮問及び陳情の採決の順序等について協議）

○中川京貴委員長 再開いたします。

これより、諮問及び陳情の採決を行います。

まず、諮問第１号軌道敷設に関する線路及び工事方法書に記載した事項の変

更認可申請に伴う意見についてに対する答申については、軌道法施行令第６条

第３項において準用する同令第２条第２項の規定に基づき、沖縄県知事が指定

した日（令和２年12月28日）までに県知事に対して、議会から答申を行う必要

があります。

答申案といたしましては、本件は、異議がない旨決定すると決することに御

異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○中川京貴委員長 御異議なしと認めます。

よって、さよう決しました。

次に、陳情の採決を行います。

陳情の採決に入ります前に、その取扱いについて御協議をお願いいたします。

休憩いたします。

（休憩中に、議案等採決区分表により協議した結果、）

○中川京貴委員長 再開いたします。

お諮りいたします。
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陳情については、休憩中に御協議いたしました議案等採決区分表のとおり決

することに御異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○中川京貴委員長 御異議なしと認めます。

よって、さよう決定いたしました。

次に、閉会中継続審査・調査事件の申出の件についてお諮りいたします。

先ほど、閉会中継続審査・調査すべきものとして決定した陳情７件及び本委

員会付議事件を閉会中継続審査及び調査事件として、議長に申し出たいと思い

ますが、これに御異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○中川京貴委員長 御異議なしと認めます。

よって、さよう決定いたしました。

次に、お諮りいたします。

ただいま議決しました諮問等に対する委員会審査報告書の作成等につきまし

ては、委員長に御一任願いたいと思いますが、これに御異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○中川京貴委員長 御異議なしと認めます。

よって、さよう決定いたしました。

休憩いたします。

（休憩中に、制度提言（中間報告）の個別制度に係る閉会中継続審査に

ついて協議し、中間報告の内容を各自確認し、必要であれば委員会を

開催するかどうかを委員長が各会派長と調整することに決定した。）

○中川京貴委員長 再開いたします。

以上で、本委員会に付託された諮問及び陳情等の処理は全て終了いたしまし

た。

委員の皆さん、大変御苦労さまでした。

本日の委員会は、これをもって散会いたします。
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